
 

 

 

     

 

 

 

 

ウェルビーイングに関する研究プロジェクト中間報告書 

 

 

 

 

 

 

 

令和 8年 6月 

公益財団法人荒川区自治総合研究所 

 





ウェルビーイングに関する研究プロジェクト中間報告書 目次 

第１章 ウェルビーイングの概念 ........................................................................................................... 1 
（１） はじめに ............................................................................................................................. 1 
（２） ウェルビーイングの概念の誕生から今日まで ................................................................... 2 
（３） まとめ ................................................................................................................................. 5 

第２章 ウェルビーイングを構成する三要素 ......................................................................................... 6 
（１） はじめに ............................................................................................................................. 6 
（２） 三要素の評価方法について ................................................................................................ 6 
（３） まとめ ............................................................................................................................... 10 

第３章 地域の幸福・福祉の指標化 ..................................................................................................... 11 
（１） はじめに ........................................................................................................................... 11 

（２） 指標の必要性 .................................................................................................................... 11 
（３） 経済指標とそこからの脱却 .............................................................................................. 12 
（４） 客観的社会指標 ................................................................................................................ 13 
（５） 主観的幸福指標 ................................................................................................................ 15 
（６） まとめ ............................................................................................................................... 16 

第４章 荒川区民総幸福度（GAH）指標 .............................................................................................. 17 
（１） はじめに ........................................................................................................................... 17 
（２） GAH の始まり .................................................................................................................. 17 
（３） GAH に関する区民アンケート調査の設計 ....................................................................... 18 
（４） GAH の活用 ...................................................................................................................... 21 
（５） まとめ ............................................................................................................................... 22 

第５章 ウェルビーイングの測定 ......................................................................................................... 23 
（１） はじめに ........................................................................................................................... 23 
（２） OECD のモデル――生活満足度、ユーダイモニア、感情 .............................................. 23 
（３） ギャラップ世界世論調査 .................................................................................................. 25 
（４） 満足度・生活の質に関する調査 ....................................................................................... 26 
（５） 地域幸福度（Well-Being）指標の調査 ............................................................................. 28 
（６） 都道府県・市区の幸福度調査........................................................................................... 32 
（７） WHOQOL について .......................................................................................................... 34 
（８） まとめ ............................................................................................................................... 35 

第６章 協調的幸福尺度 ........................................................................................................................ 37 

（１） はじめに ........................................................................................................................... 37 
（２） 主観的ウェルビーイング研究の文化的批判 ..................................................................... 37 
（３） 文化的幸福観 .................................................................................................................... 39 
（４） 協調的幸福尺度 ................................................................................................................ 41 
（５） 協調的幸福尺度の展開 ..................................................................................................... 45 
（６） 協調的幸福観の国際比較 .................................................................................................. 46 
（７） まとめ ............................................................................................................................... 47 



第７章 社会的ウェルビーイングとソーシャル・キャピタル ............................................................. 48 
（１） はじめに ........................................................................................................................... 48 
（２） ソーシャル・キャピタルとは何か ................................................................................... 48 
（３） ソーシャル・キャピタルと幸福度の関係 ........................................................................ 53 
（４） まとめ ............................................................................................................................... 55 

謝辞 ....................................................................................................................................................... 56 
参考文献 ............................................................................................................................................... 56 
ウェルビーイングに関する研究プロジェクト中間報告書参加者・報告書執筆分担一覧 .................... 63 
 
 



1 

第１章 ウェルビーイングの概念 
 

（１） はじめに 
昨今、地方公共団体は政策や施策を実施する上で、住民の幸福感（幸福度）を向上させることを目標

に掲げることが多い。住民の幸福度を向上させるための政策や施策を立案する上での参考にするため、

多くの地方公共団体は住民に対してアンケート調査（幸福度調査）を行っている。荒川区では 2005 年

に西川太一郎区長（当時）が「区政は区民を幸せにするシステムである」というドメイン（事業領域）

を掲げた。2006 年度から全国の地方公共団体に先駆けて幸福度調査を実施した。さらに 2007 年の荒川

区基本構想において「幸福実感都市あらかわ」という目標を掲げた（荒川区 2007a）。荒川区自治総合

研究所は 2009 年に設立され、荒川区における幸福度の概念（荒川区民総幸福度（Gross Arakawa 

Happiness: GAH））と政策や施策等との結びつきをより妥当で説得力あるものにするために、調査研究

を行ってきた（荒川区自治総合研究所 2011）。一方、海外の幸福度調査は「Well-being（ウェルビーイ

ング）」の名前のもとに行われることも多い。詳しくは後述するが、ウェルビーイングという言葉は幸福、

幸せと非常に近い意味を持つ言葉である。国内でも近年、ウェルビーイングが幸福、幸せの代わりに用

いられることが多くなっている。 
本報告書はウェルビーイングに関する研究プロジェクトの中間報告書として、ウェルビーイングとい

う概念と特にその指標化に関わる現状を調査し、ウェルビーイング研究のこの 10 年以内の最新のトピ

ックスも含めてまとめたものである。上述したように、幸福度は海外では「Well-being（（ウェルビーイン

グ）」の言葉で表現されることが多いので、本報告書の題名は（「ウェルビーイングに関する研究プロジェ

クト中間報告書」としたが、従来日本で「幸福度」の名前のもとに行われた研究もその中に含める。 
幸福度調査は万国共通に実施するものではなく、その国々の文化的特性に合わせて質問項目を考える

のがよいという考え方が主流になりつつある。本報告書はこのような考え方も紹介する。 
本報告書は 7 章からなる。第 1 章の（２）以降では現在のウェルビーイングの概念が古代ギリシャの

哲学を参考に整理されてきたことに言及する。第 2 章ではウェルビーイングが多面的なものであり、一

般的に三つの面に分けて整理されることを説明する。第 3 章ではウェルビーイング、幸福度を行政の指

標として用いるにあたり、そもそも指標とは何か、なぜ必要かについて述べる。第 4 章では荒川区の幸

福度指標（Gross Arakawa Happiness: GAH）の作成の取組、GAH 指標の活用の概要について述べる。

第 5 章では国内や海外の幸福度調査の質問文を示す。第 6 章では日本独自の文化的特性に合わせて考案

された幸福度調査の質問項目について説明する。第 7 章では近年注目を集めているソーシャル・キャピ

タルとウェルビーイングの関係について述べる。 
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（２） ウェルビーイングの概念の誕生から今日まで 

47 都道府県と 153 市区1のホームページの中に PDF ファイルとして保存されている総合計画・基本

構想・基本計画等の資料内をテキスト検索したところ、これらの資料内に「幸せ」または「幸福」とい

う言葉を含む地方公共団体は、38 都道府県と 115 市区であり、ともに調査対象の都道府県および市区の

約 80%を占めた。 
「幸せ」または「幸福」という言葉を英訳すると「ハッピネス（Happiness）」または「ウェルビーイ

ング（（Well-being）」などとなる。近年の日本では幸せや幸福の言葉に代わってこの「ウェルビーイング」

の言葉を使う事例も多くなってきた。上述したのと同様な方法で 47 都道府県または 153 市区の総合計

画・基本構想・基本計画等の資料内をテキスト検索したところ、「ウェルビーイング」または「Well-being」
という言葉を含む地方公共団体は 14 府県と 48 市区であり、ともに調査対象の都道府県および市区の約

30%であった。「幸せ」または「幸福」という言葉に及ばないものの、（「ウェルビーイング」または「Well-
being」という言葉も地方公共団体の目標などに徐々に使われ始めていることがうかがえる2。 

また、国は「誰もが活躍できるウェルビーイングが高い社会づくり」を目指し（（十倉ほか 2024）、今

後の教育政策に関する基本的な方針として「日本社会に根差したウェルビーイングの向上」を掲げ（中

央教育審議会 2023）、労働者の就業面からのウェルビーイングの向上を図る（厚生労働省 2019: 6）な

ど、様々な場面でウェルビーイングという言葉を使うようになっている。 
「ハッピネス（Happiness）」または「ウェルビーイング（（Well-being）」の概念の起源は、古代ギリシ

ャの時代までさかのぼる。古代ギリシャの哲学者であるアリストテレス（紀元前 384～紀元前 322 年）

は、お金でも名誉でも中程度を良しとし、その上で目的を持ち、目的の実現のために自分の能力を発揮

する人生を送る最高善をユーダイモニア（Eudaimonia）と呼んだ（（Ryff and Signer 2008: 16-17）。後年、

「ユーダイモニア」には幸福という意味で使われていた（「Happiness」や「Well-being」という訳語が割

り当てられた。 
Well-being という言葉がいつ頃から使われるようになったかをひも解くと、1573 年に「良い状態」と

いう意味で使われた記録が残っている。1613 年に死去した人物が生前残した詩の中では「幸福」という

ニュアンスで使われていた（Proffitt 2014）。ウェルビーイングに近い概念は古代ギリシャの時代に生ま

れており、well-being という言葉がいつから使われるようになったかは定かでないが、少なくともこの

頃には現在使われている意味と近い意味で使われていたことになる。1946 年の世界保健機関（World 
Health Organization: WHO）の設立に際し、「健康」が「身体的、精神的、社会的に良好な状態（Well-
being）であり、単に疾病や病弱の存在しないことではない」（（菊澤 2023: 48; 高野 2021: 42）と定義さ

れた。WHO の定義以降、ウェルビーイングは健康と深く結びついた。健康分野だけでなく、哲学、心理

学、経済学をはじめとする様々な分野においてウェルビーイングの研究が現在進んでいる。OECD（経

済協力開発機構）は、（「経済パフォーマンスと社会進歩の測定に関する委員会」（スティグリッツ委員会）

 
1 2020 年 10 月 1 日現在の人口が多い順に上位 150 位以内（人口 18 万人以上）の市区、および東京都中央

区、東京都千代田区、青森県弘前市を合わせた 153 市区。東京都の 23 の特別区、47 の都道府県庁所在地、

全ての指定都市を含む。 
2 なお、総合計画・基本構想・基本計画等の資料内に「幸せ」または「幸福」という言葉を含まないで、「ウ

ェルビーイング」または「Well-being」という言葉を含んでいる地方公共団体はなかった。 
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3の提言を受けて、2011 年からウェルビーイングの指標作りを始めた4（村上・高橋 2020: 10）。この指

標によれば、ウェルビーイング、すなわち（「良好な状態」を実現するためには、図表 1 の右側の市場取

引で得られる所得と富、仕事と報酬、住宅などの物質的な生活条件だけでなく、左側の市場取引では得

られない生活の質（Quality of Life: QOL）を高めることも必要である。OECD の枠組みにおける生活の

質（QOL）の分野は、健康、ワーク・ライフ・バランス、知識と技能、社会とのつながり、市民参加、

環境の質、生活の安全、主観的ウェルビーイング（（Subjective well-being）からなる（（OECD 2017: 61）。
ここで、OECD の主観的ウェルビーイングとは、回答者に自らの心理状態を「良い」から「悪い」まで

の複数の段階の中から一つ選んで評価させたものである。複数の質問を用いて多面的に評価させること

も多い5。 
 

図表 1 OECDのウェルビーイングの測定の枠組み 

 
出典 OECD(2017): 61 をもとに作成。 

 

図表 1 の OECD（2017）の枠組みの左側の生活の質（QOL）の研究は、1980 年代に活発になり、そ

の目的は初めは健康問題の日常生活への影響を測定することだった（Efklides and Moraitou 2013: 1）。
医療・介護分野の生活の質（QOL）の概念は、疾病や障がい自体の治癒ではなく、いかにそれらが生活

の質を下げるかに着目し、その支障を和らげることを目的とする研究であった。例えば、食事は伝統的

な医学に基づけば、体の生理機能の維持に必要な栄養の補給にすぎないが、生活の質（QOL）の観点で

は、他者と会話等を交えながら、食べたい物を楽しく食べられる、またはそのような環境にあることは、

その人の生活への満足度や心理的な充足に直結する重要な要素となる。介護施設のような場所では、食

事に関わる生活の質（QOL）は特に重要であり、入居者の生活満足度に大きく関わる。生活の質（QOL）

 
3 社会の進歩を測定するのに GDP を補完する指標が必要であるとの認識のもと、2008 年にフランスのサル

コジ大統領（当時）が設置した委員会。ノーベル経済学賞を受賞したジョセフ・スティグリッツ・コロンビ

ア大学教授（委員長）、同じくノーベル経済学賞を受賞したアマルティア・セン・ハーバード大学教授（主

席アドバイザー）ら、アメリカ、イギリス、フランス、インドの専門家計 25 名から構成された（（内閣府 2010）。 
4 指標名は（「より良い暮らし指標（（Better Life Index）」であり、図表 1 の現在の幸福を支える物質的な生活条

件 3 項目、生活の質 8 項目計 11 項目に加えて、「未来の幸福のための資源」（自然資本、経済資本、人的資

本、社会関係資本）からなる。 
5 第 5 章（２）で後述するように、OECD の主観的ウェルビーイングの中心となる指標群は生活満足度、ユ

ーダイモニア、感情から構成される。 

健康
ワーク・ライフ・バランス
知識と技能
社会とのつながり
市民参加
環境の質
生活の安全
主観的ウェルビーイング

所得と富

仕事と報酬
住宅

個人のウェルビーイング

生活の質 物質的な生活条件
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概念の浸透は、食事の提供体制やメニューの自由度などを、人間の健康を左右する要素として、研究や

考慮の対象に加えることにつながったのである。 
その後、図表 1 に示すように生活の質（QOL）は人間の生活のあらゆる面を包含する概念となった。

主観的ウェルビーイングは生活の質（QOL）の一要素であり、主観的ウェルビーイングの研究は心理的

に健康な毎日を送るにはどうしたらよいか、という点に重点をおく。このような文脈から、主観的ウェ

ルビーイングは、人間の強みや幸福感等を科学的に研究するポジティブ心理学の分野でも研究されてき

た。ポジティブ心理学の創始者であるアメリカのマーティン・セリグマンが有名な PERMA を 2011 年

に提唱した。PERMA とは「ポジティブ感情（Positive Emotion）」「エンゲージメント（Engagement）」
「関係性（（Relationship）」「意味（・意義（（Meaning）」「達成（Accomplishment）」の頭文字をつなげたも

ので、この五つを満たしている人が幸せである、とするものである（（図表 2、Seligman 2011: 16-20; 前
野隆司・前野マドカ 2022: 65-68）。 

ポジティブ感情（Positive Emotion）は楽しい、うれしい、心地よいなどの肯定的な感情であり、次の

エンゲージメントと同じく、主に主観的に測定される。 
エンゲージメント（Engagement）は何かに時間を忘れて没頭することで、フロー体験6と同義と言わ

れる。つまり、エンゲージメントとは「時間が止まったように感じる」「あることに夢中になっていた」

「意識がない状態になっていた」といった状態である。エンゲージメントの状態のときには、そのとき

の感情を知覚することはなく、あとから「楽しかった」「素晴らしかった」と思い出すものである。 
関係性（Relationship）は他者との関係性である。ポジティブ心理学の創始者の一人であるクリストフ

ァー・ピーターソンはポジティブ心理学は他者についての学問であると述べている（Seligman 2011: 20）。
孤独にポジティブなものはほとんどない。ポジティブ感情、意味・意義、達成が生じるとき、他者が介

在する。他者は人生が悪化しないように防ぐ最善の手段であり、人生を最も良くしてくれるものである。 
意味・意義（Meaning）は生きる目的を自覚することであり、自分より大きいものとの関係を意識す

ることが大事と言われる。生きる意味を自覚することはポジティブな感情を感じることにつながる。生

きる意味は主観的なものだけではない。意味・意義はポジティブ感情、エンゲージメント、関係性、達

成と関係なく追求され、測定される。 
達成（Accomplishment）は何かを達成することのみならず、達成のために努力している姿勢も含めて

指す。達成はそれがポジティブな感情、エンゲージメント、関係性、意味・意義をもたらすものでなく、

それ自体のために追求される。 
意味（・意義（（Meaning）が含まれていることからわかるように、PERMA は前述した古代ギリシャの時

代を源流とするウェルビーイングの研究の流れの中で生まれた。 
 

図表 2 セリグマンの PERMA 

 
 

 
6 あることに没頭して、時間が経つのを忘れ、意識がなくなるような感覚になっている状態（Seligman 2011: 

11）。 

1. ポジティブ感情（Positive Emotion）
2. エンゲージメント（Engagement）
3. 関係性（Relationship）
4. 意味・意義（Meaning）
5. 達成（Accomplishment）
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セリグマンと同様に日本人の分析を行ったところ、幸せになるための因子として（「やってみよう」「あ

りがとう」「なんとかなる」「ありのままに」の四つが見出された（（図表 3、蓮沼 2012; 前野隆司・前野

マドカ 2022: 72-75）。「やってみよう」因子は、やりがいや強みを持ち、主体性の高い人は幸せという

ことを表す因子である。「ありがとう」因子はつながりや感謝、あるいは利他性や思いやりを持つ人が幸

せであることを表す因子である。「なんとかなる」因子は、前向きかつ楽観的で、何事もなんとかなると

思える、ポジティブな人が幸せであることを表す因子である。「ありのままに」因子は、自分を他者と比

べすぎず、しっかりとした自分らしさを持っている人は幸せであることを表す因子である。 
 

図表 3 幸せになるための 4因子 

 
出典 前野隆司・前野マドカ(2022): 72-75 をもとに作成。 

 
（３） まとめ 

近代的なウェルビーイングの研究は、WHO の定義を受けて第二次世界大戦後に健康・医療等の領域

と関連しながら発展し、その過程で古代ギリシャ哲学の幸福の考え方を参考にしながら整理が行われた。

このような中で、心理学などとも関わりながら、幅広く幸福を研究する分野に成長した。例えば、OECD
は 2011 年からウェルビーイングの指標を作成し、物質的な生活条件だけでなく、健康を含む、市場取

引で得られない生活の質を高めることが重要であると主張した。セリグマンは、2011 年にポジティブ心

理学の見地から、幸せになるための五つの要因を見出した。日本では蓮沼理佳および前野隆司・前野マ

ドカが幸せになるための 4 因子を見出した。 
 

1. やってみよう
2. ありがとう
3. なんとかなる
4. ありのままに
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第２章 ウェルビーイングを構成する三要素 
 

（１） はじめに 

第 1 章で述べたように、世界保健機関（WHO）が健康を「身体的、精神的、社会的に良好な状態（Well-
being）」と定義した言葉の中に見られるように、ウェルビーイングには身体、精神、社会の三つの面が

ある。その後今日に至るまでのウェルビーイングの研究の流れの中でこのことは広く認識されてきた。

第 2 章では、この三つの視点からのウェルビーイングの評価方法を見ていく。 
 

（２） 三要素の評価方法について 

サラ・プレスマンらはウェルビーイング（Well-being）を単一の構成要素でなく、身体的ウェルビーイ

ング・心理的ウェルビーイング・社会的ウェルビーイングの三つの構成要素からなると定義した方が良

いと主張した（図表 47、Pressman et al. 2020）。身体的ウェルビーイングは「身体的に良好な状態」を

指し、心理的ウェルビーイングは「精神的に良好な状態」を指し、社会的ウェルビーイングは「社会的

に良好な状態」を指す。人が身体的、心理的、社会的それぞれにおいてバランスが取れた状態にあると

き、ウェルビーイングが実現される（Dodge et al. 2012: 230）。 
 

図表 4 ウェルビーイングを構成する三要素 

 
 

① 身体的ウェルビーイング 

身体的ウェルビーイングを評価する際に、病気がないことを示す、または病気の程度やリスクを示す

ための客観的な身体の機能の指標として免疫系、ホルモン、心血管などの機能の客観指標が用いられる。

しかし、こうした客観的な健康の指標だけでは必ずしも身体的ウェルビーイングのすべての面を説明す

ることはできない。なぜなら、それらの身体機能の指標は「病気がない」ことまでしか測定できないか

らである。一方、身体的ウェルビーイングは、単に病気があるかないかということではなく、身体的な

諸条件が生活の質を維持するために十分であるかを問う概念である。客観指標が十分にあったとしても、

本人が自身の健康・身体的ウェルビーイングがどの程度であるかを評価する主観的評価が自身の健康状

態の把握にとって重要になる。身体的健康の主観的評価と客観的評価を合わせて自身の健康状態を正確 

 

 
7 ここで「心理的」と「精神的」が対応する。 

1. 身体的ウェルビーイング
2. 心理的ウェルビーイング
3. 社会的ウェルビーイング

身体的に良好な状態
精神的に良好な状態
社会的に良好な状態
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に把握することができる8。 
 

② 心理的ウェルビーイング 

心理的ウェルビーイングは、感情と生活満足度と第 1 章で述べたユーダイモニアの意味での生活の評

価の三つにより評価される（図表 5、Pressman et al. 2020）。第一の感情の評価はポジティブな感情と

ネガティブな感情を評価し、ポジティブな感情の頻度が高くネガティブな感情の頻度が低いとき、幸せ

に感じると考える。第二の生活満足度は日々の暮らしに対する満足度を評価する。第三のユーダイモニ

アの意味での生活の評価は第 1 章（２）で述べたように、生きる目的を持ち、自分の能力を発揮できて

いるかを評価する。これらの三つは第 5 章（２）で後述する OECD が推奨する主観的ウェルビーイング

の中心的な評価項目（コアモジュール）でもある。 
 

図表 5 心理的ウェルビーイングの構成 

 
 

ウェルビーイングには二つの考え方があり（図表 6、Keyes et al. 2002）、第一は上で述べたように、

自分にとって価値のあることに取り組むことを通じた主観的体験によりウェルビーイングが得られると

するものである（（ユーダイモニズム: Eudaimonism）。ユーダイモニズムは自分に合った人生の目標を選

択・追求する考え方であり、これは人生に意味を与える。第二はウェルビーイングを快楽的な楽しみに

より得られると捉えるもので、必要なものを手に入れ、楽しい思いをすることで得られるとするもので

ある（Waterman et al. 2008: 42）。こうした考え方を快楽主義（ヘドニズム: Hedonism）と呼ぶ。快楽

主義もユーダイモニズムと同じく、古代ギリシャに起源をもつ。 
 

図表 6 ウェルビーイングの二つの考え方 

 
 

 
8 第 4 章（３）で後述するように荒川区民総幸福度（GAH）指標の一つの分野は健康・福祉分野であり、そ

の上位指標「健康の実感」の質問文は「心身ともに健康的な生活を送ることができていると感じますか。」

である。これは個人の主観に基づいて回答する主観指標である。一方、GAH 指標の各分野には関連指標が

設けられている。関連指標は主観指標（他の調査により得られる、区民の主観的な実感に関する指標）と客

観指標（統計データ等に基づき客観的に把握される指標）からなる。健康・福祉分野にはその一つとして

BMI25 以上の人の割合が含まれている（荒川区自治総合研究所、2012: 12）。BMI は肥満度を判定するため

の客観指標であり、25 以上だと肥満に分類される。肥満は生活習慣病をはじめとした多くの疾患のもとと

なるため、BMI は健康管理の上で重要な指標である（厚生労働省 2026）。一方、BMI の数値が 25 未満であ

り、肥満と分類されなくても、自分の健康状態に対する自己評価が低ければ、上記の主観指標に対する評価

は低くなる。このような意味で、客観指標と主観指標を合わせることで自分の健康状態の評価の信頼度が増

す。 

1. 感情
2. 生活満足度
3. ユーダイモニアの意味での生活の評価

1. ユーダイモニズム
2. 快楽主義（ヘドニズム）
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上で述べた心理的ウェルビーイングの中の感情と生活満足度の評価が快楽主義のウェルビーイング

の評価に対応する9。したがって、心理的ウェルビーイングには快楽主義のウェルビーイングとユーダイ

モニアの意味のウェルビーイングの両面が含まれる。 
 

③ 社会的ウェルビーイング 

身体的な側面、心理的な側面と並んで、他者との関係性もウェルビーイングを構成する重要な側面で

ある。社会的ウェルビーイングもまた、人間を取り巻く社会環境の様々な面が複合したものが総合的に

評価される多面的な概念である。人間は歴史的に群れを作って生きてきたので、「帰属したい」「支持さ

れたい」という欲求を持っている。こうした社会的欲求がかなえられたとき、社会的ウェルビーイング

を感じると言われている。社会的ウェルビーイングにおける最も基本的な指標の一つは、人がコミュニ

ティにどのくらい帰属していると感じるか、評価することである。 
社会的ウェルビーイングの代表的な評価の対象は二つある（（図表 7）。第一は、個人の密な人間関係で

ある。例えば家族や親族や親友との関係である。こうした密な人間関係を通して社会的支援が得られた

り、ネガティブな出来事が起きたときに情報や助けが得られる。困ったときに支援がある人はストレス

が低く、免疫機能が良く、健康状態が良い。個人が満足できる密な人間関係を持ち、相手との間に強い

情緒的結びつきがあるときに社会的ウェルビーイングは向上する。 
社会的ウェルビーイングの向上にとっての密な人間関係の必要性は個人の性格にもよる。外向的な人

はより密な人間関係の必要性が高いのに対し、内向的な人は外向的な人よりは必要性が小さい

（Pressman et al. 2020: 2336）。 
 

図表 7 社会的ウェルビーイングの代表的な評価の対象 

 
 

第二に、密な人間関係だけでなく、緊密でない緩やかなつながりによっても社会的ウェルビーイング

は向上する。例えば、クラブ、ボランティア・グループ、宗教団体、市民団体などを通しての結びつき

である。これは第 7 章（２）②（（ⅲ）で述べる「弱い紐帯」や「直接顔を合わせるネットワーク」に該

当する。これらも帰属、支援の感情を提供し、社会的ウェルビーイングを増進する。市民団体などのコ

ミュニティの一員であることは社会関係資本を形成し、社会的ウェルビーイングを向上させる。社会関

係資本が豊かであると帰属感や社会参加の度合いが増し、犯罪を防止し、健康を増進する。 
社会的つながりには量（何人の人と結びついているか）、質（結びつきがどのくらい強いか）、構造（結

びつきの全体（ネットワーク）がどのくらい密か）の三つの評価の基準がある(図表 8、Helliwell et al. 

 
9 ハッピネス（Happiness）は快楽主義のウェルビーイングを指す点で（Keyes et al. 2002）、単なるウェルビ

ーイングという言葉とは異なるニュアンスで使われるが、ウェルビーイングという言葉と区別せずに使われ

ることも多い。また一般には、主観的ウェルビーイングは感情と生活満足度の評価を合わせて指す。心理的

ウェルビーイングはユーダイモニアの面を含む点で主観的ウェルビーイングと異なるが、両者を同一とみな

す論者もいる。さらに、第 5 章（２）で後述するように OECD の主観的ウェルビーイングにはユーダイモ

ニアの意味での質問も含まれるので、心理的ウェルビーイングと主観的ウェルビーイングの二つの言葉の違

いについて定まった見解はない。 

1. 家族や親族や親友などとの密なつながり
2. クラブ、ボランティア・グループなどを通しての緊密でない緩やかなつながり
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2025: 127)。図表 7 の第一の個人の密な人間関係はその関係性の「質」（居心地の良さ）が大事であると

考えられる。第二の緊密でない緩やかなつながりは量と質の両方が大事であると考えられる（内田 
2020: 114）。 

図表 8 社会的つながりの評価の基準 

 

図表 9 に示した社会的ネットワークで、点が人を表し、線が人と人の結びつきを表す。一つの点が多

くの点と線で結びついているのが、量が豊かなことを意味する。指標としては、結びつきのある人数を

数え上げる方法がとられる。どれほど多くの人とつながりがあるかという点は重要である。つながりが

希薄な人間が不幸に陥りやすいことについては多くの研究蓄積がある。つながりが希薄な場合には必要

な社会的支援を得にくくなることも関係していると見られる。 
一つの点が他の点と結びつく線が強固な場合（結びつきが強固な場合）、質が豊かなことを意味する。

より心理的な側面では、つながりの量よりも質の方が重要と考える研究もある。孤立そのものより、孤

立から感じる苦痛（孤独感）の方が問題であるという立場である。他にも社会的承認欲求など、社会的

関係から得られる感情は多くある。どのようなつながりが必要かは個人の個性にも関わる。 
一方、構造の一つの要素はネットワークの密度であり、これはある一定数の点（人）に注目したとき

に、一定数の点をお互いにつなぐ線の数が少ないとき（図表 9(a)）、疎な社会的ネットワークとなり、一

定数の点をお互いにつなぐ線の数が多いとき（図表 9(b)）、密なネットワークとなる。密な社会的ネット

ワークの中にいると孤独になりにくく、幸福度が高い。これは密な結びつきにより、安全性、安定性、

帰属感が増すからである。 
社会的ウェルビーイングもまた画一的に測れるものではない。個人の特性や置かれた社会環境に依存

し、様々な場面から生じ得るものである。 
ブレア・ペリーらは 2018 年 10 月から 2022 年 9 月までの約 4 年間、コロナ禍の前とコロナ禍の間に

アメリカのインディアナ州の 2,485 人に対するインタビューを行い、幸福度とその人の持つ社会的ネッ

トワークの量、質、密度を評価した。その結果、コロナ禍の影響は若者に対して大きく、若者の幸福度

が大きく低下したことがわかった。密な社会的ネットワークを持つ個人の方が、疎な社会的ネットワー

クを持つ個人より、幸福度の低下幅が小さかった。こうした社会的ネットワークが幸福度の低下を和ら

げる効果は若者の場合に大きかった（Perry et al.: 2024; Helliwell et al. 2025: 142）。 

図表 9 社会的ネットワークの密度 

 
出典 Helliwell et al.(2025): 143 をもとに作成。 

1. 量
2. 質
3. 構造

何人の人と結びついているか
結びつきがどのくらい強いか
結びつきの全体（ネットワーク）がどのくらい密か

（a）疎な社会的ネットワーク （b）密な社会的ネットワーク
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④ 子どものウェルビーイングを構成する要素 

これまで述べてきたウェルビーイングの研究は対象者の年齢を限定しないが、一方で子どものウェル

ビーイングについても考えられてきた。0～13 歳の子ども 2,152 人に対するアンケート調査が行われ（（回

答は母親が代行）、子どものウェルビーイング（（健康）は身体的健康、精神的健康、社会的関係の三つの

要素からなると結論された（Eisen et al. 1979)。子どものウェルビーイングについても大人のウェルビ

ーイングと同様に、身体、心理（精神）、社会の三要素からなることがわかった。一方、OECD による生

徒の学習到達度調査では、児童生徒のウェルビーイングを身体、心理、社会に社会で生きていくのに必

要な能力を表す認知を加えた四つの構成要素に分けて分析している（図表 10、OECD 2017: 62-63）。 
 

図表 10 児童生徒のウェルビーイング 

 
 

児童生徒の身体的ウェルビーイングは具体的には、児童生徒がどのくらい運動しているかと規則正し

く食べているかにより測る。児童生徒の心理的ウェルビーイングは具体的には、勉強に対するやる気と

勉強の心配事で測る。児童生徒の社会的ウェルビーイングは具体的には、児童生徒の家族、友達、先生

との関係、および学校の内外での社会生活についての児童生徒の気持ちで測る。学校に関する部分につ

いては例えば、いじめを受けたかや先生は公平かについての児童生徒の自己評価により測る。児童生徒

の認知的ウェルビーイングは具体的には、独力あるいは他者と協働して問題を解決するために知識を使

う技術やクリティカル・シンキング（批判的思考）などの論理的に考える技術、様々な面から問題に取

り組むことができるかなどにより測る。 
 

（３） まとめ 

ウェルビーイングは身体的ウェルビーイング・心理的ウェルビーイング・社会的ウェルビーイングの

三つの構成要素からなる。身体的ウェルビーイングは主観的および客観的に評価する。身体的ウェルビ

ーイングの客観的評価は健康・医療の客観指標を用いて行う。身体的ウェルビーイングの主観的評価は

健康状態などを自ら評価するもので、客観的評価と合わせることでより信頼できる評価を得ることがで

きる。心理的ウェルビーイングは感情と生活満足度とユーダイモニアの意味での生活の評価の三つで評

価する。これは快楽主義とユーダイモニアの意味の両面を合わせて評価することを意味する。社会的ウ

ェルビーイングは主観的にはコミュニティにどのくらい帰属していると感じるかなどで評価する。また、

自分の属している社会的ネットワークの量や質や密度などで評価する。子どものウェルビーイングは身

体、心理、社会の三つの要素、あるいは認知を加えた四つの構成要素からなる。 

1. 身体的ウェルビーイング
2. 心理的ウェルビーイング
3. 社会的ウェルビーイング
4. 認知的ウェルビーイング
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第３章 地域の幸福・福祉の指標化 
 
（１） はじめに 

第 1 章で述べたように、現在多くの国や地方公共団体等において、そこに属する人々や関係する人々

のウェルビーイングの向上が、目標として掲げられている。しかし、目標に掲げるということは単に「ウ

ェルビーイングの向上を目指す」と宣言して終わる話ではない。組織がウェルビーイングの向上を果た

すためには、ウェルビーイングとはどのような状態であるかを具体化し、その目標とする状態に対して

現状がどのように足りていないのかを明らかにし、不足を埋めるための施策を立案・実施していくこと

が必要である。 
このうちウェルビーイングの具体化については、第 2 章のような議論が一つの参考になる。大きくま

とめれば、身体、心理、社会の三つの側面においてウェルビーイング、つまり「良好な（Well）状態で

ある（being）」ことである。これに対し、心理的に良好な状態とは何か、身体的に良好な状態とは何か、

社会的に良好な状態とは何かと問いを重ね、深めていくことでウェルビーイングの具体化は進んでいく

だろう。 
本章が見ていくのはその次の問題、ウェルビーイングに関する社会の状況の測定についてである。ウ

ェルビーイングに限らず、何らかの政策を立案するためには、その現在の社会の状況を把握し、そこに

含まれる問題、望ましい状態からの逸脱を認識することが必要である。本章では、はじめに政治・政策

における「指標」の重要性について説明し、次いでウェルビーイングを測る指標として歴史的に考えら

れてきた経済指標、客観的な社会指標、主観的な幸福度指標のそれぞれについて見ていくこととする。 
 
（２） 指標の必要性 

社会の状況を把握するためには、大きく分けて二つの方法がある。一つは新聞や事件の記録、人々の

証言、自らの経験や実感、観察記録などに基づいて状況を判断する方法である。この方法は専門的には

質的調査や事例研究などと呼ばれる。もう一つの方法は、社会全体における事件の発生数や関係者数、

税収、雇用者報酬、施設利用者数など、数えられる限りのものを数え上げ、その数値の分析によって社

会の状況を把握する方法である。この方法は専門的には量的調査や統計的研究などと呼ばれる（盛山 
2004: 21-23）。 

このうち量的調査の方法論は、対象となる社会全体から満遍なく収集した数値データを分析に用い、

また数値データの計算は誰が行っても同じ結果を得られ、その解釈の仕方も一意に定まりやすいという

特徴があるため、客観的・科学的で証拠としての価値が高いものとして考えられる傾向が強い。量的調

査方法を重要視する傾向は、近年では EBPM（（Evidence-Based Policy Making、証拠に基づく政策立案）

という概念の普及によってますます強まっている。EBPMではデジタル化によって従来以上に集積され、

利用容易となった多種多様なデータを用い、社会の現状や課題、政策の効果を数量的に分析し、政策に

活かしていくことが求められている10。 

 
10 EBPM とデータ利活用について、荒川区自治総合研究所は 2025 年に『EBPM（・データ利活用に関する研究

プロジェクト報告書』を発行した（荒川区自治総合研究所 2025）。 
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しかし、量的調査によって社会を把握するために問題となるのは、どのような数値データを計測・取

得すべきかということである。先に量的調査の説明として「数えられる限りのものを数え上げ」と書い

たが、現実的には「時間やコストが許す限り」という限定条件がつく。特に 1 回限りの調査ではなく、

定期的・継続的に社会の状況や政策の効果を測る場合には、計測されるべき数値はできるだけ少ない種

類であることが望ましく、また計測から分析までの時間やコストが少ないものが望ましい。それでいて、

そのデータが把握したい対象の状態を確かに反映しており、そのデータや分析結果によって社会の状況

を把握することができるようなものでなくてはならない。そのように少数の数値によって社会の状況を

端的に把握できるような数値データのことを「指標」という。 
個人の、あるいは社会全体の幸福を測るためには、どのような指標が用いられるべきだろうか。歴史

的には、社会全体の指標としては GNP や GDP11に代表される経済指標が用いられ、次いで経済指標以

外の健康や教育、安全等に関わる統計＝客観指標による評価が模索された。そして、近年ではアンケー

トなどを通じて、社会に属する一人ひとりの幸福や満足の実感を問い、その結果を合成したもの＝主観

指標が重視されるようになってきている。以下、歴史の流れに沿って解説していく。 
 

（３） 経済指標とそこからの脱却 

社会の状態を表す指標として、長らく重視されてきたものは GNP や GDP に代表される経済指標であ

る。17 世紀イギリスの学者であるウィリアム・ペティが著した『政治算術』は統計学の先駆的研究の一

つであると同時に、経済学の先駆的研究の一つとしても知られている（Petty 1690=1955; 大倉 2017; 川
北 2004）。ペティ以後、多くの学者が各々の時代、地域における所得や生産力の合計を計算してきた。

特に 1930 年代には世界恐慌の影響を測る等の目的により、各国の公的機関が今日の GDP につながる

ような、国内の所得・生産力合計の推計を開始した。以後、国際的に議論が活性化され、第 2 次世界大

戦とその後の復興過程を通じて、国家による国内の所得・生産力合計の推計が普及した。1953 年には国

際連合において「国民経済計算の体系」（System of National Accounts、SNA）が定められ、世界各国で

の統一的な経済指標の整備がすすめられた12（（本本 1997）。第 2 次世界大戦後、GNP や GDP は各国の

社会全体を評価する指標として、政策議論の中心的な位置を占めるようになった。 
しかし、しばらくすると、GNP や GDP が代表する経済の成長が、必ずしも良い社会の実現にはつな

がっていないという意見が増えてきた。そもそもアメリカにおける GNP の開発に携わったサイモン・

クズネッツは「国民所得の計測からは、国家の福祉についてはほとんど推し量ることができない」（U.S. 
Bureau of Foreign and Domestic Commerce 1934: 7）という言葉も残していた。またリチャード・イー

スタリンは 1974 年の研究で、一定以上の経済成長を達成した国においては、社会の GNP や平均所得の

 
11 GNP（（Gross National Products、国民総生産）と GDP（（Gross Domestic Products、国内総生産）はともに

国家の総生産量を示す指標だが、国外における自国民・企業の生産と国内における外国人・企業の生産の

扱いに違いがある。日本では 1993SNA に準拠した 2000 年以降、GNP 概念を廃止し、GDP を用いるよう

になった（内閣府 2026）。 
12 SNA はその後現在までに社会の変化に合わせて定期的に見直されている。具体的には 1968 年、1993 年、

2008 年、2025 年の 4 回の見直しがあった。ただし、各国が新しい SNA を採用するまでには一定の時間が

かかる。例えば日本が 2008SNA に対応したのは、2016 年からである（内閣府経済社会総合研究所国民経

済計算部 2024）。 
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高さが、世論調査から見える社会全体の幸福度平均の高さに結びついていないということを示した。こ

の発見は今日「イースタリンのパラドックス」として知られている（Easterlin 1974; 内田 2020: 10-12）。 
アメリカで、1964 年に就任したリンドン・ジョンソン大統領は「偉大な社会」をスローガンとして、

社会福祉の充実に力を入れた。その一環としてジョンソン大統領は 1966 年に保健教育福祉省に対し、

社会の発展度を測定する方法、そのために必要な統計や指標の整備に関する調査を行うことを指示した。

これに対し、保健教育福祉省では多くの社会科学者を交えた研究会を主宰して研究を行い、1969 年に

『社会報告のために』（（Toward a Social Report）と題する報告書をまとめ、「健康」「社会移動」「生活環

境」「所得と貧困」「公共の秩序と安全」「教育・科学・芸術」「参加と疎外」の各項目についての統計・

指標の整備を勧告した（U.S. Department of Health, Education, and Welfare 1969）。 
この報告書はアメリカだけでなく世界中に影響を与え、1970 年代以降 OECD やそれを構成する先進

国を中心に、国民経済計算では測れない社会の多様な側面を包括的に測定する統計・指標体系を開発し

ようとする社会指標運動が広まることになった。日本では 1974 年に経済企画庁の国民生活審議会調査

部会によって「社会指標」（Social Indicator、SI とも）が策定された（国民生活審議会調査部会 1974）。 
 
（４） 客観的社会指標 

1970 年代の社会指標運動の中で検討された指標の体系を簡単に見てみよう。1974 年に日本で作られ

た社会指標では、アメリカの『社会報告のために』や OECD が策定していた課題表などを参考にして、

「健康」「教育・学習・文化」「雇用と勤労生活の質」「余暇」「所得・消費」「物的環境」「犯罪と法の執

行」「家族」「コミュニティ生活の質」「階層と社会移動」の 10 の分野が設けられた。その上で各分野に

おける人々の福祉に必要な条件を要因分解していき、最終的にそれに関わる指標を選定している。例え

ば「雇用と勤労生活の質」分野の指標として取り上げられたものを挙げると図表 11 の通りである。 
図表 11 から「雇用と勤労生活の質」分野という全体の一分野に限定しても、多角的な視点からデータ

に基づく分析を考えていたことがわかる。一方でこの指標群には個人が自分自身の仕事についてどう評

価しているかといった項目はなく、求人倍率や生涯賃金格差、労働組合組織率などの外部から見て、一

意の値として観測できる数値によってのみ構成されている。 
このように外部から、誰の計測によっても同じ値を得られるような指標のことは、一般に「客観指標」

と呼ばれる。また社会指標における各指標は、個々人の雇用や勤労の質が良好かどうかを問題にするも

のではなく、社会全体での雇用環境や労働環境の提供水準を表すための指標である。初任給や年間休日

数なども、個人や企業単位で変動する値ではあるが、ここで扱われるのは社会全体での平均値であり、

あくまで社会の一般的な状況を評価する指標である。 
これに対し、個人が自分自身の健康や幸福、生活水準等についてどう評価しているかを調査した結果

や、回答者全員の評価を総合した数量データは「主観指標」と呼ばれる。 
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図表 11 雇用と勤労生活の質分野の社会指標（1974） 
求人倍率 職業安定機関数 所定内労働時間 1 件当たり病失日数 

10％以上賃金の上昇した 
転職者の割合 

職安紹介による 
新規採用者比率 年間休日数 臨時・日雇労働者数の 

雇用者総数に対する割合 

初任給 職業情報に関する 
端末機器設置台数 所定外労働時間 経営上の都合による 

離職者の割合 

開業資金の平均借入金利 テレホンサービス実施 
安定所数 通勤時間 平均定年年齢 

開業資金に占める借入金の割合 実質賃金指数 労働災害度数 労働組合組織率 

高校教育以上平均就学年数 生涯賃金格差 疾病発生率 労働協約適用率 

職業教育就学平均年数 法定外福利費 災害強度率 労働争議による損失日数 

出典 国民生活審議会調査部会(1974): 82-83 をもとに作成。 

 

社会指標運動のもとで検討された社会指標とは、経済指標に限定されない、多様な「客観指標」の総

合によって、対象とする社会全体の福祉＝ウェルビーイングを量的に測定することを目指すものであっ

たと見ることができる13。 
社会指標が原則として主観指標を用いずに、客観指標によって社会を評価する体系を作成したのは、

当時の学問的水準における主観指標の扱いづらさによる。個人が幸福や様々な物事についてどう感じる

か、満足であるかという主観的な評価は回答者の心理的な要因によるところが大きい。これは幸福度や

満足度と言った主観指標は、公共サービスの提供量や具体的な生活水準などの客観指標と、必ずしもう

まく対応しないということを意味する。このため、政府が社会指標や福祉指標を通じて目指すべきこと

は「幸福の前提となるような客観的諸要因の体系化と数量化」（国民生活審議会調査部会 1974: 35）で

あり、人々の福祉のために、社会が備えているべき諸々の生活水準を測る指標づくりを目指した。 
この、社会が備えるべき人々の生活水準を客観指標の体系によって表現しようという意図は今日まで

続いている。特に国家間などの地域間比較を行う上で客観指標の体系は利便性が高い。例えば第 1 章で

も述べたように、OECD（（経済協力開発機構）が 2011 年以来整備している BLI（（Better Life Index、より

良い暮らし指標）では「住宅」「所得と富」「仕事と報酬」「社会とのつながり」「知識と技能」「環境の質」

「市民参加」「健康」「主観的ウェルビーイング」「生活の安全」「ワーク・ライフ・バランス」の 11 分野

で、各国の統計指標を基にして指標化を行っている。このうち「主観的ウェルビーイング」以外の分野

では客観指標が主に用いられている（OECD 2024: 12-19）。 
しかし客観指標による体系には、その体系が健康や幸福などの、ウェルビーイングを適切に表してい

るのかという批判がついて回る。経済指標だけで人々の幸福や福祉を測ることはできないという批判は、

そこにどんな客観的社会指標の体系を加えてもなくすことはできない。これは人間の幸福や社会の「良

い状態」というものが、本質的に人々の主観的な評価によるものだからである。 

社会指標の作成者たちも客観指標の体系と幸福とのずれは意識しており、「社会指標そのものは必ず

しも幸福の水準や満足の水準を測定し得るものではない」（国民生活審議会調査部会 1974: 35）と書い

ている。その上で社会指標の検討過程を通じて、幸福や満足の基礎となる客観的要素についての人々の

 
13 ただし、「コミュニティ生活の質」分野ではその性質により、住民の満足度など意識調査の結果に基づく主

観指標が用いられている。 
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合意が得られれば、間接的に幸福や満足の最大化につながると期待していた（国民生活審議会調査部会 
1974: 35）。 

しかし、作成者が客観指標の限界を自覚し、報告書に注記をしても、それを幸福や社会の「良い状態」

を測るものとして発表している以上、幸福やウェルビーイングの内容を恣意的に決めつけているという

批判を免れることはできなかった。そうした批判によって、日本における社会指標の系譜である新国民

生活指標（PLI）は 1998 年をもって公表を中止し、以後今日まで、そのような取組は低調な状態が続い

ている（森田 2014: 60; 桑原 2014: 6）。 
 
（５） 主観的幸福指標 

ウェルビーイングの計測の歴史において、個人が自身の幸福についてどのように実感しているか、現

在の生活にどれほど満足しているかという意識調査を行うことによって計測する、いわゆる主観指標の

歴史は、前節で解説した、客観的な社会指標の開発と同じような時期から始まっている。日本では 1958

年以降ほぼ毎年行われている「国民生活に関する世論調査」が代表的な調査である。世界的にはアメリ

カの世論調査会社ギャラップ社が世界各地で行っている調査が有名であり、国際連合が毎年まとめる世

界幸福度報告（World Happiness Report）にも、その調査結果が使われている。ギャラップ社のウェル

ビーイングに関する主観指標の中核的な質問は「キャントリルのはしご」として知られる質問形式14（で

あり、1965 年にハドレー・キャントリルが提言したものである。 
1970 年代から盛り上がった社会指標の開発では、先に述べたような理由から主観指標はあまり用い

られなかった。しかし、客観的な社会指標の開発が先に述べたような事情で停滞していく中で、改めて

主観指標への注目が高まっていったのである。 
ウェルビーイングの指標として主観指標が注目される理由は先にも述べた通り、人間の幸福や社会の

「良い状態」というものが、本質的に人々の主観的な判断によって評価されるものであるためである。

ブルーノ・フライとアロイス・スタッツァーは、幸福は「とらえどころのない概念であるため、それが

何かを定義しようとする努力をこれ以上続けてもあまり意味がない」（Frey and Stutzer 2002=2005: 4）
とし、各個人に自身が幸福かを尋ねることが賢明なやり方だと述べた。世界的に今日のウェルビーイン

グへの注目の出発点とされる、2009 年にまとめられたスティグリッツらの委員会報告でも、GDP に代

わる「暮らしの質」の計測手段として、主観指標の計測を第一に挙げている（Stiglitz et al. 2010＝2012: 
67-72）。OECD は 2013 年に各国が幸福に関する主観指標を計測するためのガイドラインを公表してい

る（OECD 2013=2015）。 
ウェルビーイングの主観的計測への注目の背景には心理学における、主観的な意識調査に基づいた幸

福、主観的ウェルビーイングに関する研究が 1980 年代以降に活発化していたという経緯がある。心理

学の分野ではエド・ディーナーやキャロル・リフと言った学者らが先達となり、意識調査の分析等を通

じて、幸福についての心理学的な研究を進展させてきた（内田 2020: ii-iv）。1998 年にアメリカ心理学

会会長だったセリグマンは「ポジティブ心理学」という名のもとに、心理学は「人間のウェルビーイン

グ（よいあり方）について理解し、よい生き方を可能とする状態を築く」（Seligman 2011=2014: 4）こ

 
14 以下のような質問形式である。「0 の段が最も低く、10 の段が最も高いはしごを想像してください。はしご

の最も高いところは、あなたが考え得る最も良い生活を意味し、はしごの最も低いところは、あなたが考

え得る最も悪い生活を意味しているとします。現在あなたはどの段にいると感じますか。」（鶴見ほか 2021: 

2） 
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とを目標にすべきと提言し、心理学的なウェルビーイング研究とその社会への浸透を加速させた。これ

らの心理学的研究を経て、幸福やウェルビーイングについての主観指標は、実際に個人や社会のウェル

ビーイングを測定するために重要で、役に立つということが広く認識されるようになっていった。 
今日のウェルビーイング指標の広まりの中で、主観指標はその中心的役割を占めている。 
もっとも主観指標の弱点がなくなったわけではない。研究を通じて主観指標には一定の長期的安定性

や一貫性、妥当性があることは認められてきたものの、反対に一定の揺らぎの存在も確認されている

（OECD 2013=2015: 71-87）。また根本的な話として、人々の主観や評価は政策によって直接的に操作

が可能なものではなく、主観的判断の材料となる客観的な諸条件の変化によって、間接的にある程度の

変容が期待できる性質のものである。図表 12 の通り、OECD による主観的幸福の単純モデルは、主観

的幸福というものが「所得」や「健康状態」などの複数の決定要因の総合であるとの枠組みを示してい

る（OECD 2013=2015: 53-55）。その利用方法についても、主観指標単独ではなく、様々な客観指標と

の組合せによって、他の成果指標の補完、主観的幸福の要因分析、政策の評価や問題点の解明に役立て

ることができるとしている（OECD 2013＝2015: 57-71、284-387）。 
 

図表 12 OECDによる主観的幸福の単純モデル 

 
出典 OECD(2013=2015): 54 

 

（６） まとめ 
本章では、ウェルビーイングを組織や政府が追求する上で、それを測定するための指標化の重要性と

過去の歴史について確認してきた。定期的に取得され、社会の状況を表す数量的データである指標は客

観的で合理的な政策の追求のために必要である。社会のウェルビーイングの指標については、はじめに

GDP などの経済指標が注目されたが、やがて経済指標によってはくみ取ることのできない、多くの社会

問題やウェルビーイングの要素が指摘された。 
1970 年代以降の社会指標運動ではそれを是正するために、経済指標以外の様々な社会領域の状況を

示す客観指標の体系づくりが試みられた。しかし、幸福やウェルビーイングという、個人の主観的な認

識によって判断される概念について、いかに政府や専門機関が検討を重ねても、納得のできる客観指標

による体系はできなかった。そこで今日のウェルビーイング推進のための指標検討では、心理学的な知

見などを踏まえた主観的ウェルビーイング指標を重要な要素に据えて、主観指標と客観指標の組合せに

よって、住民と社会のウェルビーイングを測ろうと試みられているのである。 
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第４章 荒川区民総幸福度（GAH）指標 
 
（１） はじめに 

第 3 章で、行政が住民の幸福・ウェルビーイングの向上を図る上では、社会のウェルビーイングの状

態を測るための指標が欠かせないこと、特に近年では住民へのアンケートを通して、個々人が幸福やそ

れにつながる実感を得ているかを調べる、主観指標が重視されるようになっていることを説明した。 
ウェルビーイングに関する主観指標への注目が高まったのは世界的にも 2010 年代以降のことだが、

荒川区では 2000 年代のうちから、住民の幸福を行政の課題と見据えて取組を進めており、その一環と

して幸福に関する主観指標の作成、調査、活用を進めてきた。この荒川区民総幸福度（Gross Arakawa 
Happiness、GAH）の取組は日本の地方公共団体の取組として先駆的なものであり、過去 10 年間に多く

の地方公共団体において、先進事例として参照されている15。 

本章では、幸福・ウェルビーイングの指標の先駆的な事例として、荒川区の GAH に関する検討と活

用の歴史を振り返る。 
 
（２） GAHの始まり 

荒川区において、区民の幸福を高めていくことを明示的な目標として掲げたのは、2004 年に就任した

西川太一郎区長（（2024 年退任）である。西川区長は就任直後に、区政をけん引していくための標語とし

て「区政は区民を幸せにするシステムである」とのドメイン（事業領域）16を掲げた。区民の幸福は西川

区政におけるキーワードとなり、2007 年 3 月に策定された荒川区基本構想は、荒川区が 20 年後に目指

すべき将来像として「幸福実感都市 あらかわ」という目標を掲げることになる（荒川区 2007a）。 
区民の幸福を目標とした区政を展開していく中で、西川区長が注目したのはブータンにおける国民総

幸福量（（Gross National Happiness、GNH）という概念と取組であった。1972 年に即位したブータン王

国のジグミ・シンゲ・ワンチュク第 4 代国王はその治世の中17で、しばしば GDP のような経済的な指標

だけでは測れない、文化や伝統、幸福が重要であると言及し、それはやがて GNH という概念へと成長

 
15 例えば岩手県で 2017 年にまとめられた『「岩手の幸福に関する指標」研究会報告書』や、福岡市の自治体

シンクタンクである公益財団法人福岡アジア都市研究所が 2023 年にまとめた『ウェルビーイング――新

たな都市の評価に関する研究』で、幸福度指標の先行事例として取り上げられている（岩手県 2017: 1-6; 

福岡アジア都市研究所 2023: 31-34）。 
16 ドメイン（事業領域）は経営学の用語である。山倉健嗣の解説によればドメインを定義することは「企業

の基本使命を明らかにすること」（岡本編 2003: 212）を意味する。ドメインは、経営者が企業の資源を配

分すべき顧客やサービス内容、提供の手段を計画・管理するための指針となる（岡本編 2003: 212-213）。 
17 平山雄大の文献研究によると、国王に即位した 1972 年頃より GNH につながる思想を育んでおり、具体的

な対外発信としては 1979 年 9 月に GNH に言及している形跡がある。1987 年の Financial Times 週末版の

記事や 1998 年の国連開発計画太平洋地域ミレニアム会議の場でのブータン首相の講演によって国際的に

注目されるようになったという。また、ブータンの国家開発計画の上では 1990 年代に GNH が重視される

ようになっていった（平山 2016）。 
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していった。ブータンでは 1999 年の長期開発計画で GNH が「中心的開発概念」と定められた頃から

GNH を測るための指標開発が進められていた（荒川区自治総合研究所編 2010: 52-53; 平山 2016）。 
西川区長はブータンの GNH を、荒川区という基礎自治体の政治において応用すべく、2005 年 11 月

に区政の尺度として荒川区民総幸福度（GAH）を導入することを宣言し、検討のためのプロジェクトチ

ームを庁内の若手職員を中心に発足させた。プロジェクトチームでは幸福とは何かについての議論を行

いつつ、有識者との意見交換やブータンへの視察も行い、検討を重ねていった。2006 年度以降試験的に、

荒川区が毎年実施していた荒川区政世論調査の一部として、区民の幸福度を調査する取組を開始した（荒

川区自治総合研究所編 2010: 126-138）。 
 
（３） GAHに関する区民アンケート調査の設計 

荒川区政世論調査（以下「区政世論調査」）は「区民の意識や意向、意見、要望などを荒川区として把

握し、これらを今後の区政運営に反映させるための基礎資料とする」（荒川区 2026: 3）ために、区が 1965

年度から継続的に実施している調査である。荒川区では 2006 年度の区政世論調査で初めて GAH に関

する世論調査を実施した。このときの質問項目は「幸福な生活にとって必要なこと」と「自身が幸せだ

と思うか」の 2 問であった（荒川区 2007b: 15）。 
2007 年度の調査からは質問数が増加し、2006 年度と同じ 2 問に加え、「暮らし」「安心・安全」「地域

とのつながり」「生きがい」の四つのテーマについて各 5 問（「幸福な生活にとって必要なこと」と同じ

項目、図表 13）と、（「幸福な生活のために重要な区の施策」をたずねる 1 問の計 23 問が GAH に関する

質問として調査された（荒川区 2008: 11-14）。この 23 問を中核とした18区政世論調査における GAH に

関する質問は 2012 年度の区政世論調査まで継続された19。 

図表 13 荒川区政世論調査における GAHに関するテーマと項目 
テーマ 項目 

暮らし 健康、食生活、住まい、生活の余裕、家族との関係 

安心・安全 地震などの災害、治安、食の安全、子どもの安全、生活環境 

地域とのつながり 近所づきあい、地域活動・行事、地域の憩いの場、地域での頼れる人、地域への愛着 

生きがい 人から頼りにされること、自分が活躍する場、社会への貢献、余暇の充実、生きがい 

出典 荒川区(2008): 11-14 をもとに作成。 

 
18 小さな改良として 2008 年度以降は、四つのテーマごとに、特に心配なこと、心掛けていることをたずね

る自由回答の質問が設けられた。また 2009 年度と 2010 年度の 2 回の調査では「大人の立場から見た子ど

もの幸せ」について「子どもの幸せのために必要なこと」と「子どもの幸せのために重要な区の施策」につ

いての質問が加えられていた（荒川区 2009、2010、2011）。 
19 なお、区政世論調査で GAH の試験的調査が行われていた時期には、区政世論調査の調査方法も段階的に

変更されている点は注意したい。2005 年度までの区政世論調査は地域による層化抽出を行った 900 人に対

し、調査員による訪問面接聴取によって実施されていた。これに対し、2006 年度調査からは 1,000 人に対

し質問票を郵送配布し、後日調査員が訪問回収する、留置法による調査へと変更した。さらに 2009 年度か

らは調査対象を 1,300 人とし、希望者は郵送による回収をすることとした。調査対象は 2012 年度に 1,500

人に拡大された（荒川区 2025: 13）。 
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荒川区における GAH に関する検討体制は 2009 年 10～12 月に大きく拡充された。まず 2009 年 10 月

に、区政の重要課題について調査研究を行う自治体シンクタンクとして、一般財団法人（2011 年に公益

認定を受け、公益財団法人）荒川区自治総合研究所（以下「研究所」）が設立された。研究所設立の GAH
に関する意義は、幸福度指標に関する研究を中長期的かつ多角的視点で取り組むためということに加え、

研究所所長に二神恭一早稲田大学名誉教授を迎えたことを筆頭に、外部の学識経験者等の専門的知見を

取り入れ、それと区職員の現場感覚を融合した研究体制を構築したことが挙げられる。 
そして研究所における GAH に関する検討体制としては「GAH に関する研究会」と「GAH に関するワ

ーキンググループ」の二階建ての検討体制が設けられた。GAH に関する研究会は、阿久戸光晴学校法人

聖学院理事長・聖学院大学学長（当時）を座長に迎え、他に数名の学識経験者、西川区長兼研究所理事

長、区の部課長級数名、研究所の所長・副所長・研究員によって構成された。研究会は学識経験者の専

門的知見や海外の先行事例の調査研究結果を基に、GAH に関する研究の全体的な総括と基本的な方向

性を議論し、後述するワーキンググループに対し、指針を示す役割を担った。 

一方の GAH に関するワーキンググループは、主に研究所の研究員と区の若手職員によって組織され

た。ワーキンググループは研究会の示す方向性のもと、現場職員の視点から具体的な議論・検討を行う

ことを旨とし、先述の海外の先行事例や区政世論調査における GAH に関する調査結果の詳細な分析か

ら、GAH における幸福の定義と、新たな指標とを検討していった。また現場感覚からの議論として、ワ

ーキンググループに参加する各区職員の担当事業から見た、区民の幸福といったテーマでも議論を行っ

ている。 
以上の検討体制における議論を経て、新しい GAH 指標を荒川区の行政評価に用いる最上位の指標と

するべく、指標の作成に取り組むこととなった。すなわち荒川区基本構想の「幸福実感都市 あらかわ」

を実現するための六つの都市像に沿って「健康・福祉」「子育て・教育」「産業」「環境」「文化」「安全（・

安心」の六つの分野を設け、それぞれの分野別に幸福につながる区民の主観的な実感を調査するための

指標群およびアンケートでの質問を検討することとなった。 
検討にあたっては、個人が幸福であるための要因を検討する視点、各分野における区民から区への意

見や要望を整理・統合・分析するという視点、「地域の幸福」の視点、将来世代の幸福など、多角的な視

点に基づく議論が行われた。また必ずしも区の政策によって向上する実感のみにとらわれず、広く区民

の幸福実感を測定できるように注意が払われた（荒川区自治総合研究所 2012: 6-7）。 
以上の検討を経た最終的な GAH 指標の体系は図表 14 の通りである。最も重要な最上位指標として

「あなたは、幸せだと感じますか？」と問う「幸福実感」の質問が置かれ、その下に六つの分野の計 45
質問が設けられた。45 の質問は、各分野に 1 問の上位指標（その分野の総合的な実感としての指標）

と、6~8 問の下位指標（分野内の幸福の要素の実感を測る指標）に分けられる。 
なお、以上の 46 の GAH 指標は区民の幸福の主観指標として、それだけでも重要な指標体系である

が、荒川区の政策・行政の評価指標としては、すでに区の行政評価において各政策・施策・事務事業の

成果指標として用いられているアウトプット・アウトカムに関する客観指標や分野ごとに行われている

アンケート等の調査結果による指標と関連付けて分析されることが期待された。46 の GAH 指標と各政

策・施策との結びつきについては 2012 年 1 月から「GAH に関するプロジェクト・チーム」が研究所の

研究員、区の総務企画課企画係、他各部の係員を交えて新たに設置され、検討を行った。 
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図表 14 荒川区民総幸福度（GAH）指標の体系 

 
  最上位指標 分野 上位指標 下位指標 

荒 

川 

区 

民 

総 

幸 

福 

度  

（  

Ｇ  

Ａ  

Ｈ  

）  

指 

標  

幸福実感 

健
康
・
福
祉  

健康の実感 

体の健康 
運動の実施 
健康的な食生活 
体の休息 

心の健康 
つながり★ 
自分の役割 
心の安らぎ 

健康環境 医療の充実 
福祉の充実 

子
育
て
・
教
育  

子どもの成長の実感 

「生きる力」 規則正しい生活習慣 
「生きる力」の習得 

家族関係 親子コミュニケーション 
家族の理解・協力 

子育て教育 
環境 

子育て・教育環境の充実 
地域の子育てへの理解・協力 
望む子育てができる環境の充実 

産
業  生活のゆとり 

仕事 
生活の安定★ 
ワーク・ライフ・バランス 
仕事のやりがい 

地域経済 
まちの産業 
買い物の利便性 
まちの魅力 

環
境  生活環境の充実 

利便性・ユニ

バーサルデザ

イン 

施設のバリアフリー 
心のバリアフリー 
交通利便性 

快適性 まちなみの良さ 
周辺環境の快適さ★ 

持続可能性 持続可能性 

文
化  

充実した余暇･文化活動、 
地域の人とのふれあいの 
実感 

余暇活動 興味・関心事への取組 
生涯学習環境の充実 

地域文化 

地域への愛着 
地域の人との交流の充実 
地域に頼れる人がいる実感 
文化的寛容性 

安
全
・
安
心  

安全・安心の実感 

犯罪 防犯性★ 

事故 交通安全性★ 
生活安全性★ 

災害 
個人の備え 
災害時の絆・助け合い 
防災性 

注 1 最上位指標、上位指標、下位指標の各項目について、区民アンケート調査により「1（まったく感じない）」から

「5（大いに感じる）」の 5 段階で回答させる。ただし、★印の項目は指標名とは逆の実感（負の実感）を尋ねる質問

を用い、分析時には尺度の値を反転させて用いる。 

注 2 子育て・教育分野の指標は 18 歳未満の子がいる回答者のみを対象とする。 
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GAH の分析が根拠の一つとなった政策として、荒川区が 2016 年から実施している大規模防災イベン

ト「あら BOSAI」がある。あら BOSAI は多くの人が防災の知識や技術を体感・体験して学べるイベン

トであり、地域防災力の向上と地域コミュニティの活性化が目的である（荒川区 2016: 1）。このイベン

トの検討に際し、GAH の分析から、防災への関心の高さや地域の人との交流の充実が幸福の実感につな

がること、「災害時の絆・助け合い」指標が若者や一人暮らし、集合住宅居住者といった属性で低い傾向

にあることが明らかとなり、事業検討の参考になっている（荒川区自治総合研究所 2015）。 
最後に荒川区の行政評価における GAH の活用について説明する。荒川区では、2006 年度から区が設

定している 3 段階の政策体系（政策・施策・事務事業）の各項目について年 1 回の行政評価を行ってい

る。GAH 指標はその最上位の指標として検討されたことは先に述べたが、実際に 2014 年度の行政評価

から、政策と施策の各項目を評価する分析シートに、その政策・施策の効果として適当と考えられる GAH
指標の平均実感度（1～5 で回答された、アンケート回答者全体の平均値）を直近 3 年分記載するように

なり、各政策・施策に関連する指標の区民の平均実感度がどのように変化したかがわかるようになって

いる。 
 

（５） まとめ 

本章では地方公共団体による主観指標を中心としたウェルビーイング指標検討の一例として、荒川区

の荒川区民総幸福度（GAH）の取組を説明した。GAH の取組は 2025 年度末時点で、取組としては 20
年を超え、2013 年度以来の調査もすでに 12 回を数えた。ウェルビーイングへの注目の高まりの中で、

今後も同様の幸福・ウェルビーイングを測るための主観指標の調査は必要性が高いと考える。ただし、

10 年前に先進的だった取組も、そのままの形を続けるだけでは、いつまでも先進的な取組であることに

はならない。特にこの 10 年でウェルビーイングや幸福についての社会の関心は高まり、多くの地方公

共団体でそれを追求する取組が進められている。研究所としては、社会の変化や他の様々なウェルビー

イング研究・指標の知見を取り込み、より良い指標づくりと、より良いウェルビーイング像の提示を行

っていきたい。 
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第５章 ウェルビーイングの測定 
 
（１） はじめに 

ウェルビーイングの研究と調査は欧米が先行し、それが日本に取り入れられてきた経緯がある。した

がって、日本のウェルビーイングの調査を理解する上で、まず海外の調査について理解することが必要

である。そこで、本章ではまず海外のウェルビーイングの調査（測定）についてふれ、続いて日本のウ

ェルビーイングの測定について言及する。日本の調査にも国が行っているものと地方公共団体が行って

いるものがあり、違いがあるので、両方について述べる。 
現在世界各地で盛んになっているウェルビーイングの調査（測定）に指針を与えるべく、OECD はウ

ェルビーイングの測定のモデルを 2013 年に公表し、2025 年に改訂した。まず、このモデルについて述

べる。この際、OECD はウェルビーイングの主観指標だけでなく、客観指標も公表しているので、これ

についてふれる。次に、アメリカのギャラップ社が行っている世界世論調査の中のウェルビーイングの

調査について説明する。この調査は世界各地で様々な言語に翻訳されて実施されている。続いて内閣府

が行っている満足度・生活の質に関する調査の中のウェルビーイングの測定について説明し、同調査の

客観指標についても述べる。 
さらに、地域幸福度（Well-Being）指標のアンケート調査について述べる。同調査に関する客観指標

についても言及する。加えて、各地方公共団体が世論調査や意識調査やその他の名称の調査の中で実施

しているウェルビーイングの測定について説明する。第 1 章で述べたように、主観的ウェルビーイング

は生活の質（Quality of Life）の構成要素の一つである。最後に、世界保健機関（WHO）が開発した生活

の質（QOL）の指標である WHOQOL について述べる。 
 

（２） OECDのモデル――生活満足度、ユーダイモニア、感情 
第 3 章（４）で述べたように、OECD の「より良い暮らし指標（Better Life Index）」は客観指標を中

心に構成されているが、主観的ウェルビーイングの指標も含んでいる。図表 15 には 2024 年に OECD
が公表した「より良い暮らし指標」の主要指標を示した。 
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図表 15 OECDの「より良い暮らし指標」の主要指標 

 
注 現在の生活の評価はキャントリルのはしごの質問による（15 ページの脚注 14 参照）。 

出典 OECD(2024): 14 をもとに作成。 

以上の「より良い暮らし指標」の取組と並行して、主観指標測定の重要性を考えて、OECD は国際標

準の指標にすることを目指した主観的ウェルビーイングの指標を 2013 年に公表した。2025 年には基本

の枠組みは維持しつつ、感情および過去および将来に関する質問等に関する改訂を行った。2025 年のも

のはコアモジュール 3 問、5 分野の計 37 問からなる拡張モジュール、11 問の実験的分野横断モジュー

ルの 3 層からなる。コアモジュールはその名の通り、主観的ウェルビーイング測定の中核となる指標（質

問）であり、「生活満足度」「ユーダイモニア」「感情」の 3 問から構成される。コアモジュール 3 問を日

本語に翻訳したものを図表 16 に示す。 

図表 16 コアモジュールに関する質問（翻訳文） 

 
注 2013 年の版では、Q(1)1（生活満足度）と Q(1)2（ユーダイモニア）は同様であるが、Q(1)3（感情）については「幸せ

であるか」「心配か」「落ち込んだか」をそれぞれ 0～10 点で回答してもらう質問形式であった。 
出典 OECD(2025): 32 をもとに作成。 

分野 指標

家計の所得

所得の上位20%の人の所得の合計の所得の下位20%
の人の所得の合計に対する比率

家計の資産

就業率

男女の賃金格差

長時間労働

住宅価格の手ごろさ

一人当たりの居住空間が十分にあるか

平均寿命

絶望死の割合

OECD生徒の学習到達度調査(PISA)の数学の成績

技能が低い生徒の割合

大気汚染の度合い

酷暑・極寒の日の割合

現在の生活の評価

ネガティブな感情がどのくらいあるか

殺人発生率

安全だと感じる人の割合の男女差

余暇の時間の割合

総労働時間の男女差

社交

社会的支援が行き届かない人の割合

投票率

政府に発言権がない人の割合

主観的ウェルビーイング

社会とのつながり

市民参加

生
活
の
質

物
質
的
な
生
活
条
件

所得と富

仕事と報酬

住宅

健康

知識と技能

環境の質

生活の安全

ワーク・ライフ・バランス

Q(1)1 あなたは全体として現在の生活にどの程度満足していますか。「全く満足していない」を０点、
「非常に満足している」を10点とすると、何点くらいになると思いますか。いずれか１つだけ選
んでください。

Q(1)2 あなたは全体として、していることがどのくらい価値があると感じますか（0～10点で回答）。
Q(1)3 あなたはこの1週間平均してどのくらい苦しいと感じましたか（0～10点で回答）。
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拡張モジュールはコアモジュールの三つの内容をより詳しく調査するものであり、「生活全般評価」

「生活領域別評価」「感情」「ユーダイモニア」「メンタルヘルス」の 5 分野からなる。（（６）で詳述する

ように、日本の地方公共団体の幸福度調査の中には過去と将来の幸福度を聞く質問が含まれるが、上記

の「生活全般評価」の中に、過去の生活満足度と将来への希望に関する以下の図表 17 の質問を設けて

いる。 
 

図表 17 拡張モジュールの中の「生活全般評価」に関する質問（翻訳文） 

 
注 2013 年の版では、Q(1) 4 は 1 年前でなく、5 年前の満足度を聞いた。また、Q(1) 5 の代わりに「5 年後に生活にどのく

らい満足していると思うか（0～10 点）」を聞いた。 
出典 OECD(2025): 34 をもとに作成。 

 

さらに「生活領域別評価」では、10 の分野（生活水準、健康、人生で得たもの、人間関係、安全性、

コミュニティ、将来の安全性、好きなことができる時間の多さ、地域の環境の質、仕事）ごとの満足度

を聞いている（0～10 点）。 
 

（３） ギャラップ世界世論調査 
ギャラップ（Gallup）社は世論調査およびコンサルティングを行うアメリカの企業で、世界の 20 以上

の都市に拠点を設けている。ギャラップ社は 2005 年以降世界各国で幸福度調査（ギャラップ世界世論

調査）を行っている。2005 年以降調査を行った国は 160 か国以上にのぼり、一つの国の一回の調査の

対象者数は 1,000 人以上である（Gallup 2025）。調査方法は、調査員による電話での対象者からの聞き

取り、または調査員が対象者の居宅を訪問しての聞き取りである。ギャラップ社の幸福度調査は(1)現在

の生活の評価、(2)ポジティブな感情、(3)ネガティブな感情の三つの要素からなる（（図表 18）。第一の現

在の生活の評価は、アンケート対象者に現在の生活を 0（最低）から 10（最高）の 11 段階で評価して

もらうものである（キャントリルのはしご）。質問文は 15 ページの脚注 14 で示した。 
 

図表 18 ギャラップ社の幸福度調査の質問項目 

  
出典 Helliwell et al.(2025): 15 をもとに作成。 

 

次に感情の評価は前日に該当する経験をしたかを一つひとつ「はい」か「いいえ」の２択で評価する

ものとなっている。ポジティブな感情については、前日に「笑ったか」「楽しみを感じたか」「興味のあ

ることを行ったか」の三つの質問、ネガティブな感情については前日に「心配」「悲しみ」「怒り」の三

つを感じたかどうかを訊ねている。（Helliwell et al. 2025: 24）。 
現在の生活の 11 段階での評価は人生の目的などのユーダイモニアの要素と関連が強いものと考えら

れる。実際、2011 年のイギリス国家統計局のウェルビーイングの調査では、生活満足度と人生の目的（ユ

Q(1)4 あなたは1年前、全体として生活にどの程度満足していましたか（0～10点）。
Q(1)5 あなたは将来にどのくらい希望をもてますか（0～10点）。

1. 現在の生活の評価
2. ポジティブな感情
3. ネガティブな感情
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ーダイモニアの意味での質問）と前日の感情（幸せであったかと心配したか）を聞いた。人生の目的は

前日の感情より生活満足度との相関が強かった22（Helliwell et al. 2012: 21）。 
ギャラップ社の調査では、5 年前の生活の評価と 5 年後の生活の評価の予測も聞いている（Helliwell 

et al. 2012: 14）。ギャラップ社の調査の分析結果は世界幸福度報告（World Happiness Report）23で 2012
年以降ほぼ毎年報告されている24（。世界幸福度報告では各国の幸福度の原因となる説明変数として六つ

の変数を挙げている（六つの変数による説明率は 75%を超える25）。六つの変数は（「一人当たり GDP（（対

数値）」「健康寿命」「社会的支援（頼れる人）」「人生選択の自由」「寛容さ」「政府の汚職」である（Helliwell 
et al. 2025 Statistical Appendix: 2-4）。 

「一人当たり GDP」は世界開発指標（World Development Indicators）のデータによる。「健康寿命」

は世界保健機関（WHO）のデータによる。 
「社会的支援」はギャラップ社の世界世論調査の中の「困ったときに頼りにできる親戚や友人はいま

すか」の問いに対する「はい」「いいえ」での回答の国別の平均をもとに決めている。 

「人生選択の自由」は「自分の人生選択の自由さに満足していますか、不満ですか」の問いに対する

「はい」「いいえ」での回答の国別の平均をもとに決めている。 
「寛容さ」は一人当たり GDP の水準に対してどれだけ積極的に寄付を行ったかを求めている。具体

的にはギャラップ社の世界世論調査の「この 1 か月で慈善事業にお金を寄付しましたか」の問いに対す

る「はい」「いいえ」での回答の国別の平均を一人当たり GDP の対数に対し回帰したときの残差26を用

いている。 
「政府の汚職」は「汚職が政府の中で広がっていると思いますか」「汚職が企業の中で広がっていると

思いますか」の二つの質問それぞれに対する「はい」「いいえ」での回答の国別の平均をもとに決めてい

る。 
 

（４） 満足度・生活の質に関する調査 
我が国の経済社会の構造を人々の満足度（ウェルビーイング）の観点から多面的に把握する取組とし

て、内閣府の「満足度・生活の質に関する調査」がある。この調査は 2019 年 2 月に開始された（内閣

府 2025a）。調査は毎年全国の 15～89 歳のアンケートモニターとして登録している人の中で調査を行

うウェブ調査であり、毎年の回収数は約 5,000 人または約 10,000 人である。対象者の一部は次年度以

降の継続調査の対象になっている。ただし、この調査の中核的質問では（６）で述べる都道府県・市区

 
22 人生の目的と生活満足度、前日幸せであったか、前日心配したかとの相関係数はそれぞれ 0.67、0.54、-0.16

であった。対象者数は 4,200 人であった。 
23  ギャラップ社、国連の「持続可能な開発ソリューション・ネットワーク」（Sustainable Development 

Solutions Network: SDSN）の協力を得て、オックスフォード大学ウェルビーイング研究センターが刊行し

ている。 
24 2012 年から 2026 年まで 2014 年を除く毎年刊行されている。2012 年、2013 年、2015 年の 3 回は約 1 年

半の間隔で刊行された。2014 年のデータは 2012 年、2013 年のデータと一緒に 2015 年版の世界幸福度報

告で分析、掲載されている。 
25 各国の幸福度の変動を六つの変数で説明しようとすると、75%超は説明できることを意味する。 
26 質問に対する回答の平均と回帰式で計算される値との差であり、各国の GDP の違いを考慮した質問に対

する回答の平均値を意味する。 
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の幸福度調査のように対象者に「幸福」「幸せ」などの言葉を使って幸福度を聞いているのでなく、生活

満足度を聞いている。（（２）の「OECD のモデル」と同じく、同調査の中で聞かれている生活満足度の質

問と生活に関連する様々な分野の満足度の質問を中心にここでは取り上げる。様々な分野の満足度につ

いてここで取り上げる以外に詳しく聞いており、その他にも子育て、仕事など多くの質問が設けられて

いる。2019 年の調査から 2025 年の調査までの毎年の調査で以下の図表 19 の質問が設けられている。 
 

図表 19 生活満足度 

 
出典 内閣府(2025a)をもとに作成。 

 

2024 年からは Q(2)1 の現在の生活に対する満足度に合わせて、5 年前の生活に対する満足度と 5 年後

の生活に対する満足度（予測）を同じく 0～10 点で聞く質問が追加された。 
次に、2019 年の調査から 2025 年の調査までの毎年の調査で、図表 20 の生活に関連する 13 分野にお

ける満足度を 0～10 点で聞いている。質問文は図表 21 の通りである。 
 

図表 20 生活に関係する 13分野 

 
出典 内閣府(2025a)をもとに作成。 

 

図表 21 生活に関係するさまざまな分野における満足度 

 
出典 内閣府(2025a)をもとに作成。 

 

次に、2019 年の調査から 2025 年の調査までの毎年の調査で、Q(2)1 の現在の生活満足度を判断する

際に 1 番目から 3 番目までに重視した事項を図表 20 の 13 分野の中から選んでもらっている。 
さらに、2025 年の調査では（「人生の充実感（ユーダイモニア）や主観的な社会との信頼関係に関する

指標」として図表 22 の普段の気持ちについて、「全くあてはまらない」を 0 点、「非常にあてはまる」

を 10 点として何点くらいになると思うか、回答してもらっている。 

図表 22 普段の気持ち 

 
出典 内閣府(2025a)をもとに作成。 

Ｑ(2)1 あなたは全体として、現在の生活にどの程度満足していますか。「全く満足していない」
を0点、「非常に満足している」を10点とすると、何点くらいになると思いますか。いず
れか１つだけ選んでください。

1. 家計と資産 2. 雇用環境と賃金
3. 住宅 4. 仕事と生活（ワークライフバランス）
5. 健康状態 6. あなた自身の教育水準・教育環境
7. 交友関係やコミュニティなど社会とのつながり 8. 政治・行政・裁判所への信頼性
9. 生活を取り巻く空気や水などの自然環境 10. 身の周りの安全
11. 子育てのしやすさ 12. 介護のしやすさ・されやすさ
13. 生活の楽しさ・面白さ

Q(2)2 生活に関係するさまざまな分野における満足の度合いについて、「全く満足し
ていない」を0点、「非常に満足している」を10点とすると、何点くらいにな
ると思いますか。いずれか１つだけ選んでください。

1. 自分は充実した人生を送れていると思う。
2. 周囲の人々に認められていると感じる。
3. 自分は周囲の人々や社会の役に立っていると思う。
4. 周囲の人と違うことを言ったりしたりしても、受け止めてもらえると感じている。
5. 自分の人生が様々な人々に支えられていると感じる。
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他に、2022 年の調査から 2025 年の調査まで、最近の生活におけるネガティブな精神状態について尋

ねる質問を複数個用意し、それぞれ五つの選択肢から該当するものを選んでもらっている。 
最後に、図表 20 の 8 番目の「政治・行政・裁判所への信頼性」と 13 番目の「生活の楽しさ・面白さ」

を除く、生活に関係する 11 分野それぞれについて、図表 23 に示すような客観指標を設けている。 
 

図表 23 11分野に対応する客観指標（右側第 3層） 

 
出典 内閣府(2025b): 55 

 
（５） 地域幸福度（Well-Being）指標の調査 

地域幸福度（Well-Being）指標は、地方公共団体がまちづくりを進める際に参考にできるように、一

般社団法人スマートシティ・インスティテュートが開発した指標である。デジタル庁がアンケート調査

の実施や啓発活動を行い、データの分析はスマートシティ・インスティテュートが行っている。国の機
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関が調査を実施している点で、地域幸福度（Well-Being）指標の調査は、内閣府の満足度・生活の質に

関する調査と同じであるが、デジタル田園都市国家構想の実現に向けて地域幸福度（Well-Being）指標

を活用しようとしている点に特徴がある。デジタル田園都市国家構想は、デジタル技術を利用して地域

の社会課題の解決と魅力の向上・地域の活性化を図ることを目指している（内閣官房地域未来戦略本部

事務局 2026）。地域幸福度（Well-Being）指標を利用して各地域の強みと弱みを把握することで、上記

の目的に資することができる。地域幸福度（Well-Being）指標の調査の質問文には「地域」という言葉

が多く含まれていて、その地域の生活のさまざまな分野における満足度を聞いている。中心となる質問

文は各地域共通であり、同じ質問文に対する他の地方公共団体の住民の回答と比較することにより、自

分が住んでいる地方公共団体の強みと弱みを把握できる。また、全国の地方公共団体のアンケート結果

のデータがアップロードされた専用のサイトに誰でもアクセスでき、条件を指定して分析結果を得るこ

とが可能である。 
地域幸福度（Well-Being）指標は主観指標（幸福感（Well-being））と客観指標（暮らしやすさ）から

なる。「幸福感（Well-being）」の部分は、住民へのアンケートにより得られ、「暮らしやすさ」の部分は

地方公共団体のオープンデータなどにより得られる（デジタル庁 2025a）。 
「幸福感（Well-being）」（主観指標）の調査は全国調査と個別調査に分かれる。2024 年度の全国調査

では調査機関の全国のモニター約 10 万人（18～89 歳の男女）から有効回答を得た（デジタル庁・一般

社団法人スマートシティ・インスティテュート 2025:18）。調査方法はモニターにメール等による依頼

の後、ウェブ調査画面にて回答してもらうウェブ調査である。指定都市で最低 1,000、東京 23 区で各 
400 を回収目標として設定した結果、回答数 100 以上が得られた地方公共団体数は 668 となった。な

お、東京 23 区の回答者数は千代田区が 263 人で、他の 22 区は 400～404 人の範囲にあった。質問数は

必須の質問 50 問（標準モデル2750 問）とオプショナルな質問 1 問合わせて 51 問であり、調査期間は

2024 年 5 月 14 日～5 月 20 日であった。 
次に、個別調査については地方公共団体がオンラインや紙面などの独自の方法で行っている場合があ

る。あるいは、デジタル庁が提供する支援システムを利用している地方公共団体もある。地域の生活の

さまざまな分野における満足度を聞く標準モデル 50 問に各地方公共団体が質問を追加したい場合など

に個別調査が行われる。いずれの方法にしても、登録してデータをアップロードすれば、調査結果をデ

ジタル庁のホームページのダッシュボードに公開することが可能である。 
「幸福感（Well-being）」（主観指標）の標準モデル 50 問は地域における幸福度・生活満足度に関する

4 問、生活環境に関する 27 問、地域の人間関係に関する 10 問、自分らしい生き方に関する 9 問からな

る（デジタル庁 2025b）。幸福度・生活満足度に関する 4 問は図表 24 の通りである。 

 
27 2023 年から導入された。 
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図表 24 幸福度・生活満足度の 4問 

 
注 「地域の幸福」「生活満足度」の分類はデジタル庁・一般社団法人スマートシティ・インスティテュート（2025: 15）

による。 
出典 デジタル庁(2025b)をもとに作成。 

 

さらに、各地方公共団体が利用の可否を判断するオプショナルな質問として以下の図表 25 がある。 
 

図表 25 オプショナルな質問 

 
出典 デジタル庁(2025b)をもとに作成。 

 

生活環境に関する 27 問は図表 26 に示す 16 個の因子ごとに 1～3 個の質問からなる。各質問に対し

て、非常にあてはまる=5、ある程度あてはまる＝4、どちらとも言えない＝3、あまりあてはまらない＝

2、全くあてはまらない=1 の 5 段階で回答する。 
 

図表 26 生活環境の 16因子 

 
出典 デジタル庁(2025b)をもとに作成。 

 

地域の人間関係に関する 10 問は「地域とのつながり」と「多様性と寛容性」の 2 因子につき各 5 個

の質問からなる。自分らしい生き方に関する 9 問は図表 27 に示す 6 個の因子ごとに 1～2 個の質問から

なる。地域の人間関係に関する 10 問と自分らしい生き方に関する 9 問は、生活環境に関する質問と同

様に 5 段階で回答する。 
 

図表 27 自分らしい生き方の 6因子 

 
出典 デジタル庁(2025b)をもとに作成。 

 

上記の標準モデル 50 問およびオプショナルな質問 1 問の回答結果はデジタル庁のホームページで各

市区町村ごとに、横棒グラフや折れ線グラフやレーダーチャートで確認できる（デジタル庁 2025c）。

Q(3)1（地域の幸福）現在、あなたはどの程度幸せですか。「とても幸せ」を 10 点、「とても
不幸」を0点とすると、何点くらいになると思いますか。いずれかの数字を1つだけ
お答えください。

Q(3)2（生活満足度）現在、あなたの住んでいる地域の暮らしにどの程度満足していますか。
「とても満足」を 10 点、「とても不満足」を0点とすると、何点くらいになると思
いますか。いずれかの数字を1つだけお答えください。

Q(3)3（地域の幸福）あなたの町内（集落）の人々は、大体において、どれぐらい幸せだと思い
ますか。「とても幸せ」を10点、「とても不幸」を0点として、いずれかの数字を1
つだけお答えください。ここでは自分の同居家族は除いて考えてください。

Q(3)4（地域の幸福）自分だけでなく、身近なまわりの人も楽しい気持ちでいると思う（非常に
あてはまる=5、ある程度あてはまる＝4、どちらとも言えない＝3、あまりあてはま
らない＝2、全くあてはまらない=1として5段階で回答する）

Q(3)5 今から5年後、あなたはどの程度幸せだと思いますか。「とても幸せ」を 10 点、「と
ても不幸」を0点とすると、何点くらいになると思いますか。いずれかの数字を1つだ
けお答えください。

1. 医療・福祉 2. 買物・飲食 3. 住宅環境 4. 移動・交通
5. 遊び・娯楽 6. 子育て 7. 初等・中等教育 8. 地域行政
9. デジタル生活 10. 公共空間 11. 都市景観 12. 自然景観
13. 自然の恵み 14. 環境共生 15. 自然災害 16. 事故・犯罪

1. 自己効力感 2. 健康状態 3. 文化・芸術 4. 教育機会の豊かさ 5. 雇用・所得 6. 事業創造
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また生活環境の 16 因子、地域の人間関係の 2 因子、自分らしい生き方の 6 因子の計 24 個の因子の主観

指標の一つひとつに対して、オープンデータの客観指標が対応している。各市区町村に対して、個々の

主観指標と客観指標の値が調査対象の地方公共団体全体の中の平均からどのくらいずれているかを示す

値として偏差値28を計算した。客観指標の偏差値を横軸、主観指標の偏差値を縦軸にとって、24 個の点

からなる散布図を得ることができる。散布図によって各市区町村の主観指標と客観指標の強み（偏差値

が大きく他の地方公共団体より優れているところ）や弱み（偏差値が小さく他の地方公共団体に比べ十

分でないところ）を視覚的に確認できる。上記の結果はダッシュボード上で男女別、年代別に得ること

ができる。 
なお、24 個の因子の主観指標に対応する客観指標を生活環境分野と地域の人間関係・自分らしい生き

方分野別に図表 28 と図表 29 にそれぞれ示した。 
 

図表 28 生活環境分野の客観指標 

 
出典 デジタル庁・一般社団法人スマートシティ・インスティテュート(2025): 39 

 

 
28 偏差値は (当該地方公共団体の数値)-（平均値）

（標準偏差）
× 10 + 50により計算される。主観指標については人口 10 万人以上

かつ回答数 100 以上の地方公共団体の平均値と標準偏差を用いて偏差値を計算している。客観指標につい

ては、人口 10 万人以上の地方公共団体の平均値と標準偏差を用いて偏差値を計算している（デジタル庁・

一般社団法人スマートシティ・インスティテュート 2025:17）。 
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図表 29 地域の人間関係分野と自分らしい生き方分野の客観指標 

 
出典 デジタル庁・一般社団法人スマートシティ・インスティテュート(2025): 40 

 

（６） 都道府県・市区の幸福度調査 

都道府県と市区町村はその住民に対して、世論調査、意識調査などの名称の調査を行うことが多い。

これらの調査は地方公共団体が政策や施策を考える上での参考にするために行われる。47 都道府県と

153 市区（2 ページの脚注 1 参照）の各地方公共団体のホームページ内で、世論調査や意識調査などの

アンケート調査を探した（調査時期は 2025 年 11～12 月）。「広聴」などのページから探し、見つからな

ければ「世論調査」「意識調査」「アンケート調査」をキーワードとして検索し、出てきたリンクの上位

のものの中に該当するものがないかを調べた。目的とする調査が見つかれば、主に 2024年度または 2025
年度の調査票を確認し、幸福度に関する質問（回答者の幸福、幸せに関する質問を行っているもの）が

ないかを調べた29（。上記の方法で幸福度調査が見つからなかった場合には、さらに地方公共団体のホー

ムページ内を「幸せ」「幸福」という言葉で検索し、出てきたリンクの上位のものの中に令和元年度以降

の幸福度調査が見つかるかを調査した。地方公共団体のアンケート調査内で地域幸福度指標（Well-Being）
の質問を行っている地方公共団体も幸福度調査を行っている地方公共団体としてカウントした（都道府

県で確認できたのは福島県と石川県と大阪府のみ）。 
調査の結果、幸福度調査が行われた都道府県は 17 府県（36.2%）であり幸福度調査が行われた市区は

52 市区（34.0%）であった。都道府県、市区ともにその 3 割強で幸福度調査が行われた。 
次にどのような幸福度調査が行われたか見てみよう。幸福度は（「分からない」を除いて 11 段階、また

は 5 段階での回答を求める場合が多かった。11 段階で回答を求める場合は、例えば Q(3)1 のような質問

 
29 令和元年度以降の調査に幸福度の質問がある場合に「幸福度調査が行われた」とし、幸福度の調査が見つ

からない場合、または平成以前の調査にしか幸福度の質問が見つからなかった場合は「幸福度調査が行われ

なかった」とした。令和元年度以降の世論調査や意識調査以外の調査（例えば、高齢者やまちづくりなど特

定のテーマに特化した調査等）に幸福度調査の質問が見つかった場合も「幸福度調査が行われた」とした。 
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を設けている。数は少ないが 4 段階または 10 段階での回答を求めた地方公共団体もある。幸福度を聞

いた上で、幸せにとって重要だと思うこと、幸せかどうか判断する上で重視したことなどを用意した選

択肢の中から複数個選択してもらう地方公共団体が多かった。 
第 6 章で詳述する協調的幸福尺度を質問の中に組み込んでいる地方公共団体もある。 
「5 年前の幸福度」「5 年後の幸福度」を石川県、福井県、福岡県、八千代市、小田原市、岐阜市、豊

中市、加古川市、下関市などで聞いている。1 年前と比べて幸福度がどう変わったかを福井県、大和市、

和泉市、那覇市などで聞いている。 
渋谷区では毎年度、区民意識調査をインターネット上で回答するウェブ調査の形式で実施している。

令和 4 年度から令和 6 年度までの区民意識調査の中には地域生活とウェルビーイングに関する項目（（令

和 4 年度と令和 5 年度の名称は「暮らし」）があり、（「日々の暮らしで感じること」「生活満足度」「幸せ

度」を聞いている。令和 6 年度の有効回答件数は 6,039 件であった。生活満足度の質問は以下の図表 30
の通りである。 
 

図表 30 生活満足度（渋谷区） 

 
出典 渋谷区(2026)をもとに作成。 

 

ここで以下の図表 31 の項目ごとに「満足」「やや満足」「どちらともいえない」「やや不満」「不満」のい

ずれかで答えてもらっている。 
 

図表 31 生活満足度の項目（渋谷区） 

 
出典 渋谷区(2026)をもとに作成。 

 

幸せ度については以下の図表 32 の質問を設けている。 
 

図表 32 幸せ度（渋谷区） 

 
出典 渋谷区(2026)をもとに作成。 

 

地方公共団体の中には（５）で述べた地域幸福度（Well-Being）指標を地方公共団体のアンケートの

中に取り入れて幸福度調査を行っているところがある。確認できた地方公共団体を図表 33 に示す。福

島県は（５）で述べた地域幸福度（Well-Being）指標の標準モデル 50 問の中から幸福度・生活満足度の

質問 Q(3)1 と Q(3)2 を含む 35 問をアンケートの中に取り入れて幸福度調査を行った。石川県は標準モデ

ル 50 問とオプショナルな質問 Q(3)5 をアンケートの中に取り入れて幸福度調査を実施した。仙台市は標

準モデル 50 問をアンケートの中に取り入れて幸福度調査を行った。いわき市は幸福度・生活満足度の

Q(4)1 現在のあなたの生活満足度について、以下の各項目ごとに教えてください。（答はそれぞれ1つ）

1. 総合的な生活の満足度
2. 家族との暮らしに関する満足度
3. 個人・趣味活動に関する満足度
4. 地域社会での暮らしに関する満足度
5. 仕事に関する満足度
6. 学びに関する満足度

Q(4)2 現在、あなたはどの程度幸せですか。「とても幸せ」を10点、「とても不幸」を0点とすると、
何点くらいになると思いますか。
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質問 Q(3)1～Q(3)4 をアンケートの中に取り入れて幸福度調査を行った。八千代市は、幸福度・生活満足

度の質問 Q(3)1～Q(3)4 とオプショナルな質問 Q(3)5 をアンケートの中に取り入れて幸福度調査を行った。

また、小田原市と加古川市と下関市は、標準モデル 50 問とオプショナルな質問 Q(3)5 に地方公共団体個

別の質問を加えて幸福度調査を行った（小田原市は文面が多少異なる質問を含む）。姫路市は標準モデル

50 問に地方公共団体個別の質問を加えて幸福度調査を行った。 
 

図表 33 地域幸福度（Well-Being）指標をアンケート調査の中に取り入れている地方公共団体 

  
 

（７） WHOQOLについて 
これまで見てきた指標は、行政や研究機関がその国や地域住民全体のウェルビーイングの水準を推し

量るためのものであったが、医療・福祉分野等で患者一人ひとりのウェルビーイングを個別に測定する

ための指標として生活の質（QOL）指標についてもふれておきたい。第 1 章で述べたように、生活の質

（QOL）は健康評価の重要な部分であり、今日の医療・福祉分野で目標として掲げられる重要な概念と

なっている。世界保健機関（WHO）は異なる国の間でも生活の質（QOL）を比較できるように、多言語

に翻訳可能な国際的な QOL 指標（WHOQOL）を開発した（The WHOQOL Group 1995）。それまで生

活の質（QOL）の評価は大きく五つの領域（1.身体的領域、2.心理的領域、3.自立のレベル、4.社会的関

係、5.環境）からなっていたが、WHOQOL はこれまでの定義に加えて「精神性（spirituality,霊性とも訳

す）の良好状態」（（精神性宗教的的宗念念）を加えて、6 領域となった（（田崎・中根 1998）。その評価範

囲は WHO の健康の定義にも沿っており、個人のウェルビーイング測定の総合指標として見ることがで

きる。また WHOQOL は、個人に対する質問からなる主観指標である。 
WHOQOL の基本調査票は 100 項目の質問からなり、1995 年に公表された。日本語に翻訳された基本

調査票も公開されている（World Health Organization 2026）。 

全ての項目をここに掲載することは紙幅の関係から避けるが、基本調査票には（６）までで挙げたウ

ェルビーイングに関する質問に関連する図表 34の質問が含まれる。各質問に対して 5段階で回答する。 
 

図表 34 ウェルビーイングに関する質問 

 
出典 World Health Organization(2026)をもとに作成。 

標準モデル50問の中から35問福島県

標準モデル50問＋オプショナルな質問Q(3)5石川県

標準モデル50問仙台市

標準モデルの中のQ(3)1～Q(3)4いわき市

標準モデルの中のQ(3)1～Q(3)4 ＋オプショナルな質問Q(3)5八千代市

標準モデル50問＋オプショナルな質問Q(3)5＋個別の質問小田原市

標準モデル50問＋個別の質問姫路市

標準モデル50問＋オプショナルな質問Q(3)5＋個別の質問加古川市

標準モデル50問＋オプショナルな質問Q(3)5＋個別の質問下関市

Q(5)009 将来の展望は、どのくらい明るいものですか。
Q(5)010 日々の生活で心安らかになったり、幸福を感じたりすることがどのくらいありますか。
Q(5)012 自分自身にどのくらい価値があると評価していますか。
Q(5)053 あなたの生活の質について満足していますか。
Q(5)054 全般的に見て、あなたの生活に満足していますか。
Q(5)081 あなたの生活の質をどのように評価しますか。
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さらに、追加された領域である精神性／宗教的／信念に関する質問は、図表 35 に示した Q(5)097～
Q(5)100 の 4 問である。 

図表 35 精神性／宗教的／信念に関する質問 

 
出典 World Health Organization(2026)をもとに作成。 

基本調査票とは別に、WHOQOL の短縮版は図表 36 の 26 項目の質問からなる（World Health 
Organization 2026）。短縮版では、基本調査票などの解析結果をもとに、四つの領域（1.身体的領域、2.
心理的領域、3.社会的関係、4.環境）に統合されている。26 個の各質問に対して 5 段階で回答する。 

Q(6)3、Q(6)4、Q(6)26 はネガティブな質問であり、他のものはポジティブな質問である。このように

WHOQOL にはポジティブな質問とネガティブな質問が混在している。 

図表 36 WHOQOLの短縮版 

 
出典 World Health Organization(2026)をもとに作成。 

 
（８） まとめ 

（２）と（３）で述べたように、海外のウェルビーイングの調査は、現在の生活満足度または生活の

評価を 11 段階で聞く質問、現在のポジティブとネガティブな感情を聞く質問、ユーダイモニアについ

て聞く質問を中心に構成される（（図表 37 参照）。その上で、過去と将来の生活満足度および生活の評価

（将来は予測）も聞いている。一方確認した範囲では、日本の国、都道府県、市区の調査で対象者のポ

ジティブおよびネガティブな感情を合わせて幸福度調査の質問として聞く、ギャラップ世界世論調査の

Q(5)097 あなたの信念は、生活に意味を与えていますか。
Q(5)098 あなたの生活を意味のあるものと感じていますか。
Q(5)099 個人的な信念は困難に対する力をあなたに与えますか。
Q(5)100 個人的な信念は人生（生活）における困難さを理解するのに役立っていますか。

Q(6)1 自分の生活の質をどのように評価しますか。
Q(6)2 自分の健康状態に満足していますか。
Q(6)3 体の痛みや不快感のせいで、しなければならないことがどのくらい制限されていますか。
Q(6)4 毎日の生活の中で治療（医療）がどのくらい必要ですか。
Q(6)5 毎日の生活をどのくらい楽しく過ごしていますか。
Q(6)6 毎日の生活をどのくらい集中することができますか。
Q(6)7 毎日の生活はどのくらい安全ですか。
Q(6)8 自分の健康状態に満足していますか。
Q(6)9 あなたの生活環境はどのくらい健康的ですか。
Q(6)10 毎日の生活を送るための活力はありますか。
Q(6)11 自分の容姿（外見）を受け入れることができますか。
Q(6)12 必要なものを買えるだけのお金を持っていますか。
Q(6)13 毎日の生活に必要な情報をどのくらい得ることができますか。
Q(6)14 余暇を楽しむ機会はどのくらいありますか。
Q(6)15 家の周囲を出まわることがよくありますか。
Q(6)16 睡眠は満足いくものですか。
Q(6)17 毎日の活動をやり遂げる能力に満足していますか。
Q(6)18 自分の仕事をする能力に満足していますか。
Q(6)19 自分自身に満足していますか。
Q(6)20 人間関係に満足していますか。
Q(6)21 性生活に満足していますか。
Q(6)22 友人たちの支えに満足していますか。
Q(6)23 家と家のまわりの環境に満足していますか。
Q(6)24 医療施設や福祉サービスの利用しやすさに満足していますか。
Q(6)25 周辺の交通の便に満足していますか。
Q(6)26 気分がすぐれなかったり、絶望、不安、落ち込みといった嫌な気分をどのくらい頻繁に感じますか。
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ような例は確認できなかった。日本では国では生活満足度を 11 段階で聞いている一方、都道府県や市

区では質問の中に対象者の幸福または幸せ（幸福度）を 5 段階や 11 段階で聞く例が多く確認された。

また過去の幸福度や将来の幸福度の予測を聞く例も確認できた。さらに地域幸福度（Well-Being）指標 
により、全国の地方公共団体を対象にして同じ質問に対する回答を得られるので、地方公共団体間の比

較研究を行うことができる。 
 

図表 37 海外と日本のウェルビーイング（幸福度）調査 

   
 

日本の文化的特性を考慮した新しい幸福度の測定も近年利用されており、次章ではこれについて述べ

る。 
 

生活満足度（11段階）
ユーダイモニア（11段階）
ネガティブな感情（11段階）

海外
（OECDのコアモジュール）

現在の生活の評価（11段階）
ポジティブな感情（2段階）
ネガティブな感情（2段階）

海外
（ギャラップ世界世論調査）

生活満足度（11段階）日本（国）

幸福度（5段階または11段階）日本（地方公共団体）
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第６章 協調的幸福尺度 
 
（１） はじめに 

これまで、ウェルビーイングの基礎的な概念を説明するとともに、各機関による幸福度・ウェルビー

イング尺度およびその発展の歴史を論じてきた。一方、ウェルビーイング研究が主に西洋の研究者によ

って研究されてきたことで、幸福に関する価値観が西洋中心に偏っており、文化的多様性を反映した見

直しが必要であるという批判研究が特に 2010 年代以降展開されてきた。日本文化に即したウェルビー

イング研究として「協調的幸福観」が注目されており、実際に文部科学省などの公的機関でも参照され

るようになった。本章では協調的幸福観の主要な提唱者である、内田由紀子教授（京都大学人と社会の

未来研究院院長）の『これからの幸福について――文化的幸福観のすすめ』を中心に、その測定尺度等

の開発と導入について紹介する。 

 

（２） 主観的ウェルビーイング研究の文化的批判 
日本は、既存の幸福度尺度で測定した場合、経済水準と比較して幸福度が低いと評価されることが多

い。世界幸福度報告(World Happiness Report)の 2025 年版では、日本の幸福度は世界 55 位となってい

る。同レポートでランキングの対象となった国・地域は 147 あり、日本の幸福度は世界的に見て低いわ

けではない。一方、先進国同士で比較をすると、日本の 55 位という順位は低く、G730（で最低である

(Helliwell et al 2025: 17-19, 26-30)。 
第 3 章で述べたとおり、世界的な現象として、国単位で幸福度を測定すると、経済力の低い国々では、

一人当たり GDP と幸福度が強く相関するが、先進国水準になると一人当たり GDP の上昇との相関が低

下することが「イースタリンのパラドックス」として知られている（内田 2020: 10-12）。実際に、同レ

ポートでの下位の国は発展途上国が多いが、幸福度上位の国には先進国以外も多く含まれている。 
図表 38 は、各国の一人当たり購買力平価 GDP31を横軸に、世界幸福度報告の 2025 年版での幸福度

を縦軸に、各国をプロットした散布図である。2025 年版の世界幸福度報告は 2022 年から 2024 年まで

のアンケートの平均値を利用しているため、一人当たり購買力平価 GDP は 2023 年の数値を参照した

(IMF 2026)。25,000 ドル付近までは、横軸の一人当たり GDP が増えるにつれて、縦軸の幸福度が高く

なる傾向が見て取れる。「イースタリンのパラドックス」のとおり、それ以降では幸福度は横ばいになっ

ていることがわかる。 

 
30 G7 サミット（主要国首脳会議）を構成する 7 か国のこと。日本、アメリカ、イギリス、フランス、ドイ

ツ、イタリア、カナダ。 
31 購買力平価とは、各国の物価が等しくなる場合の為替相場の水準であり、購買力平価 GDP は、各国の GDP

を、物価水準を踏まえて修正したものである。国民の経済生活の豊かさを比較するには、名目 GDP よりも

購買力平価 GDP を用いることが適切である（小川・朴 2024）。例えば、2023 年の一人当たり名目 GDP は、

アメリカ 82,523 ドル、日本 33,776 ドルであり、日本人の豊かさはアメリカ人の 4 割程度に過ぎないよう

に見える。一方、同年の日本の一人当たりの購買力平価 GDP は、51,114 ドルである（アメリカは計算の基

準となる国であるため数値は変化しない）（IMF 2026）。この場合、日本人の豊かさはアメリカ人の 6 割程

度とみなせる。日本の物価が安く、アメリカ人よりも同じ価格でもより多くの財やサービスを購入できるた

め、実際の日本人の経済生活は名目値で比較するよりも多少豊かであるということになる。 
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図表 38 世界各国・地域の幸福度と一人当たり購買力平価 GDP 

 
注 幸福度・順位は 2022年から 24年の平均値。一人当たり購買力平価 GDPは 2023年。 

出典 IMF(2026)および Helliwell et al.(2025)をもとに作成。 

 

図表 39 は、日本（51,114 ドル）と一人当たり購買力平価 GDP が同程度の国を抜き出したものであ
る。6万ドル台前半に G7のうち４か国が含まれるため、比較の観点からやや高い範囲（45,000ドルか
ら 65,000ドル）で取得した。 

 

図表 39 日本と同程度の経済水準の国の幸福度と一人当たり購買力平価 GDP  

 
注 幸福度・順位は 2022年から 24年の平均値。一人当たり購買力平価 GDPは 2023年。 

出典 IMF(2026)および Helliwell et al.(2025)をもとに作成。 
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これらの国の中では、同報告で幸福度が世界一とされたフィンランドが 7.5 を超えるほか、イスラエ

ル、ニュージーランド、リトアニアなどの国の幸福度が 7 前後と高い。一方で日本、韓国、ポルトガル、

キプロスなどの国の幸福度は 6 前後と低くなっており、1 程度の開きがある。 
第 3 章と第 4 章で見てきたとおり、荒川区民総幸福度（GAH）も含む様々な幸福度指標は、経済指標

の限界を踏まえて開発されてきた。日本と他の先進国の国民の幸福度の差は、経済水準以外の要因が関

わっていると考えられる。このような問題意識から、日本に特有の社会的問題があり、それによる影響

で日本人の幸福度が低くなっているのだろうかという問いが、しばしば思い起こされる。 
これに対し、幸福度・ウェルビーイング研究において、国家レベルの幸福度は、おおまかな傾向を示

すだけであって、国家間のランキングの厳密な比較には適さないという指摘がある（内田 2025: 44-47; 
前野隆司・前野マドカ 2022: 188）。例えば、「キャントリルのはしご32」で幸福度を問う場合、回答の分

布の山の位置が文化圏により異なることがわかっている。西洋諸国では 7～8 に回答が集中し、アジア

諸国では 5 に回答が集中する。これは実際に、西洋諸国がアジア諸国より幸福であることを示している

とは限らず、個人主義と集団主義という文化的な差によって、回答傾向に差が生じている可能性がある。

なぜなら、個人主義的な文化では自分自身の目標達成の程度、集団主義的な文化においては周囲と比較

した「普通」が基準となるからである。なお日本において同様のアンケートを行うと、その回答分布に

は 5 付近と、7～8 の二つの山が現れることが多い。前野隆司・前野マドカはこれについて、日本では、

西洋的な個人主義的文化とアジア的な集団主義的文化の両者が混在しているためではないかと推察して

いる。（前野隆司・前野マドカ 2022: 184-187）。 
アンケート形式で調査される各国の平均幸福度は、実際の幸福の程度に加えて、文化的な回答傾向の

影響が組み合わさったものとなる。そのために、幸福度のデータの利活用においては、国際比較は参考

程度にとどめつつ、同じ国の経時的な変化の比較が重要とされる（前野隆司・前野マドカ 2022: 190）。 
 

（３） 文化的幸福観 

一方、幸福度測定にかかる文化的影響について、より本質的な批判が行われている。それは、文化ご

とにそもそもの「幸福」に関する定義が異なり、質問自体が、作成者の特定の文化圏の幸福のあり方を

前提としているというものである。例えば、「キャントリルのはしご」で言えば、そもそも日本人は「最

も良い生活」が最も幸福であるとは考えていないのではないかということである。このように、それぞ

れの文化の影響を反映した幸福についての考え方を、内田らは「文化的幸福観」と呼んでいる（内田・

荻原 2012:27）。個人がどのような状況下で幸福を感じるか、また好ましい状況のうち何を重んじて理

想的幸福とみなすかそれ自体が文化によって異なりえるのである。日本と北米を比較すると、日本では

他者関係やグループ内の調和が重んじられる相互協調的社会である一方、北米では個人の自由や権利の

追求がより直接的に幸福と関係している（内田・荻原 2012: 29）。 
図表 40 に内田の議論から、両者の違いを表にまとめた(内田 2020: 59-90）。 

 

 
32 生活状態をはしごとして見立て、考えうる最も良い生活を 10 段目、最も悪い生活を 0 段目とした場合

に、自分の現在の生活は何段目にあたるかを評価する質問形式。詳しくは 15 ページの脚注 14 参照。 
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図表 40 日本と北米の文化的幸福観 
 北米（獲得的幸福観） 日本（協調的幸福観） 

志向性 個人達成志向 関係志向 

文化的自己観(人間観) 相互独立的自己観 
(個人の持つ内的属性（能力・性

格・学歴等）の集合) 

相互協調的自己観 
(他者や周囲の状況などと結びついた

社会関係の一部) 

幸福 自己の内的な望ましさの最大化 内的な望ましさの評価は周囲の環境や

状況を踏まえて総合的に判断。 

理想の幸福度 高いほどよい ほどほどが望ましい 

幸福と結びつきやす

い感情 
覚醒（うきうき等） 平穏（リラックスする等） 

幸福と結びつきやす

い心理状態 
誇り・自尊心 協調・親切心 

幸福の継続性の予測 増大的 バランス志向的 

文化的背景 キリスト教（プロテスタント） 
狩猟・牧畜文化、高流動性 

神道・仏教・道教等（陰陽思想） 
農耕（稲作）文化、低流動性 

出典 内田(2020): 59-90 をもとに作成。 

 

内田は北米あるいは西洋の文化的幸福観を獲得的幸福観、日本の文化的幸福観を協調的幸福観として

整理している。 
北米の文化的幸福観は、①独立した個人②達成③増大を特徴とする。文化による、自己をどのように

定義するかの違いを、文化的自己観と呼ぶ。北米では人間とは互いに個人として独立しており、自己と

は他者や周囲の状況と区別された属性（能力や性格など）であり、その属性から生まれる動機が行動の

原因であるとともに、対人関係は相手に対する関心によって形成されるものと理解されている（①独立

した個人）。これを相互独立的自己観と呼ぶ。相互独立的自己観において、幸福とはこのような独立した

個人が自己の内的な望ましさ（やりたい事や持ちたい物、ありたい姿など）を最大限に高めることであ

る（②達成）。このため、自尊心・誇り・覚醒といった感情・心理状態が幸福と結びつきやすいと考えら

れる。加えて、北米では将来の予測について、アジア文化圏よりも現状の傾向が続きやすいとみなす認

知的な傾向があり、達成的な動機と合わせて、幸福を追求、増大させていく考え方が強い（③増大）と

いう(内田 2020: 59-90）。 
これに対し、日本の文化的幸福観は、①集団の中の個人②関係性の調和③バランスを特徴とする。日

本文化における人間観は、他者や周囲と結びついた社会関係の一部であり、職場、学校、家庭等の場に

おける立場や役割の遂行という側面が強調される。行動は状況や他者からの反応の結果であり、お互い

に「合わせる」行動により対人関係が形成される（①集団の中の個人）。こうした見方を相互協調的自己

観と呼ぶ。相互協調的自己観において、幸福とは相互に協調する集団の中で、自己を取り巻く関係性・

規範・価値との調和を取りつつ最適化を図ることにある（②関係性の調和）。自身の内的な望ましさを高

めることは、役割に必要か、嫉妬を招かないかといった場の状況を踏まえて北米よりも慎重に判断され

る。理想の幸福度は最大値よりもやや低い状態に設定されやすく、協調・親切心・平穏といった感情や

心理状態が幸福と結びつきやすい。将来の幸福度の予測についても北米とは異なる。日本人は北米と比
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べ、幸福の否定的側面（「長くは続かない」「成長しなくなる」）にも注意を払う傾向にある。また、「禍

福は糾える縄のごとし」のことわざに見られるような、一つの出来事に良い面と悪い面の両面があると

いう認知や、良いことの次には悪いことが起こるかもしれない、といった予測をする傾向にある(③バラ

ンス)。このような出来事の両面を見る姿勢と、人生の幸運の量を一定とみなす考えを併せ持つバランス

志向が日本の文化的幸福観であると指摘できる(内田 2020: 59-90）。 
北米と日本の文化的幸福観の差の背景としては、社会の生業の違い（農耕、狩猟、牧畜など）、社会の

流動性（引越し回数や転職、離婚など）の違い、主流である思想や宗教などの違いが検討されている(内
田 2020: 59-90）。 

以上のような文化的幸福観の議論を踏まえると、これまでに開発された幸福感に関する尺度は、北米

あるいは西洋の文化的幸福観に基づいている可能性がある。この場合、非西洋の回答者は自身の幸福観

と異なる質問で幸福を測定されることとなり、彼らにとって間違った指標のもとに、間違った比較が行

われていることが懸念される。 

 

（４） 協調的幸福尺度 
文化的幸福観を踏まえた幸福尺度の具体的な質問について見ていこう。第 5 章までに主観的幸福感を

測る幾つかの尺度を見てきたが、特に、心理学において代表的な幸福度指標として用いられているのが、

図表 41 に示すエド・ディーナーらによる人生満足度尺度である。現代の主観的ウェルビーイング研究

はディーナーに始まり、彼の尺度は幸福度測定の分野で幅広く参照されている。(内田 2020: 24-26) 
従来の心理学における主観的幸福感の定義は「自らの属性・状態・環境に関する肯定的な認知的・

感情的判断」である(内田 2020: 64）。人生満足度尺度もこの文脈を共有しており、内田は獲得的幸福

観の代表例としている。 

図表 41 人生満足度尺度 

 
出典 内田(2020): 16 をもとに作成。 

 

これに対して、（（3）で展開した議論を踏まえ、内田らが日本向けに、日本の文化的幸福観である、協

調的幸福観に沿った幸福度を測るために開発した協調的幸福尺度は図表 42 のとおりである。 

1. 私は自分の人生に満足している。

2. 私の生活環境は素晴らしいものである。

3. だいたいにおいて、私の人生は理想に近いものである。

4. もう一度人生をやり直すとしても、私には変えたいと思うところはほとんどない。

5. これまで私は望んだものは手に入れてきた。
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図表 42 協調的幸福尺度 

 
出典 内田(2020): 28 をもとに作成。 

 

協調的幸福尺度は日本の文化的幸福観を前提に①他者との協調・調和②穏やかな生活③人並み感の要

素から成り立っている(内田 2025: 93）。 
第 2 章で説明した通り、既存研究においても社会的ウェルビーイングは重要視されており、具体的な

社会的つながりのあり方を含めて検討がなされている。例えば OECD の主観的ウェルビーイング測定の

枠組みでは、拡張モジュールの中の「生活領域別評価」分野の中に「個人的なつながりに満足している

か」「自身のコミュニティへの参画に満足しているか」といった質問がある（第 5 章（2）参照）。内閣府

の満足度・生活の質に関する調査では「交友関係やコミュニティなど社会とのつながり」の満足度とと

もに、友人と会う頻度や頼りになる人の人数、ボランティア活動、インターネットにおけるつながりな

どについて調査がなされている（内閣府 2025b: 35-41）。しかし、これまで紹介した、OECD 等の尺度

やポジティブ心理学においては、社会的側面を測る質問は、主に個人の状態が問われる中での項目の一

つに過ぎない。一方で、協調的幸福尺度では、「やりたいこと」や「生活は手に入れている」といった達

成・獲得的な項目であっても、「人に迷惑をかけず」や「まわりの人並みの」といったような関係の中の

個人という文化的自己観を前提とした質問文として設計されている。 

 

1. 自分だけでなく、身近なまわりの人も楽しい気持ちでいると思う。

2. 周りの人に認められていると感じる

3. 大切な人を幸せにしていると思う。

4. 平凡だが安定した日々を過ごしている。

5. 大きな悩み事はない。

6. 人に迷惑をかけず自分のやりたいことができている。

7. まわりの人たちと同じくらい幸せだと思う。

8. まわりの人並みの生活は手に入れている自信がある。

9. まわりの人たちと同じくらい、それなりに上手くいっている。
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図表 44 主観的幸福感の国際比較 

 

注 元の図に赤枠を付け加えた。 

出典 子安ほか(2012): 79-81 をもとに作成。 
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（５） 協調的幸福尺度の展開 

協調的幸福尺度は、政府・地方公共団体等で導入が進んでいる。本項では三つの例を紹介する。 
一つ目は、文部科学省の教育振興基本計画への導入である。同計画は、教育基本法に基づき、政府が

5 年ごとに策定する教育に関する総合計画である。2023 年 6 月 16 日付で閣議決定された第 4 期教育振

興基本計画において、「日本社会に根差したウェルビーイングの向上」が二つの主要コンセプトのうちの

一つとして設定された34（(文部科学省 2023: 8)。日本社会に根差したウェルビーイングの構成として、

自己肯定感や自己実現といった獲得的ウェルビーイングと、利他性・協働性・社会貢献意識などの協調

的要素を一体的に育むことを目指している。また、こうした日本発の調和と協調（Balance and Harmony）
に基づくウェルビーイングを国際的に発信していくことが重要だとしている。このほか、家庭や学校全

体、地域コミュニティまでウェルビーイングの範囲を広げ、個人と社会のウェルビーイングの実現を目

指すことがうたわれている(文部科学省 2023: 9-10)。 
二つ目は、岩手県の幸福度指標への導入である。岩手県は 2017 年度に幸福度指標を作成した地方公

共団体の先行事例の一つである。図表 45 のとおり、開発時点で主要項目に付随して協調的幸福尺度を

組み込む体系を取っている(岩手県 2017: 16、2025a: 42)。  

図表 45 岩手の幸福に関する指標の体系図 

 
出典 岩手県(2017): 16 

 
34 第 1 章（2）参照。 
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岩手県は 2019 年度から 2028 年度までの長期計画である「いわて県民計画」に幸福度指標を導入した

(岩手県 2019)。そして、毎年の「県の施策に関する県民意識調査」を通じて幸福度調査を行っている

(岩手県 2025a: 24)。岩手県の幸福度指標は主観的幸福感と 12 の分野別実感で構成されている。全体

で分野別実感の質問が多数あるが、その他に直接主観的ウェルビーイングを質問する項目は八つある。

具体的には、図表 46 のとおり生活満足度と主観的幸福感を問うとともに、それとは別に協調的幸福尺

度から 6 項目を抜粋して質問している。 

図表 46 岩手県「県の施策に関する県民意識調査」における主観的ウェルビーイングに関する質問 

 

出典 岩手県(2025b): 165,168 をもとに作成。 

三つ目は、第 5 章（（5）で紹介した地域幸福度（Well-Being）指標である。同指標は、ウェルビーイン

グおよび「健康の社会的決定要因」35（の二つの研究の知見をもとに設計されている。主観的ウェルビー

イング測定に際しては、獲得的幸福観と協調的幸福観に関する質問を組み合わせ、日本的な幸福観を見

落とさないよう工夫がなされている（南雲 2024: 64-65）。 
 

（６） 協調的幸福観の国際比較 
協調的幸福尺度は日本において注目され、普及しつつあるが、国際的にみた妥当性も検証されつつあ

る。協調的幸福観は Interdependent Happiness(相互依存型幸福)として海外に紹介されている。協調的

幸福観の妥当性について、クーバ・クリスらが実施した研究では、49 か国の大学生 12,888 名を対象と

し、国ごとに人生満足度（獲得的幸福観）と協調的幸福観のどちらを重視するかの調査が行われた。結

果は図表 47 のとおりで、一部の例外はあるものの、概ね東アジア・中東・アフリカ諸国が協調的幸福

観、一部を除いたヨーロッパおよびラテンアメリカ諸国は人生満足度を重視する傾向にあった。また北

米 2 か国（アメリカ、カナダ）はこの調査では協調的幸福観を重視するグループに分類されているが、

グループ内では最も中間寄りであった(Krys et al 2023: 611)。そのため、協調的幸福観は日本のみにあ

る価値観ではないことがわかる。一方、調査の結果、調査対象国で最も協調的幸福観を重視していたの

は日本（赤枠）であり、普遍的でありつつも日本的な特徴でもあるということを同時に示唆している。 

 
35 （「個人または集団の健康状態に違いをもたらす経済的、社会的状況のこと」(デジタル庁・一般社団法人ス

マートシティ・インスティテュート 2025: 10)。 

■生活満足度（問１）

あなたは、今の生活全般について、どのように感じていますか。

■主観的幸福感（問３-２）

あなたは現在、どの程度幸福だと感じていますか。

■協調的幸福尺度（６項目）（問３-４）

身近な周りの人が幸福であると感じますか

周りの人に認められていると感じますか

大切な人を幸福にしていると感じますか

安定した日々を過ごしていると感じますか

人に迷惑をかけずに自分のやりたいことができていると感じますか

周りの人たちと同じくらい幸福だと感じますか
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図表 47 49か国の幸福観比較36 

 

注 元の図を日本語化して、赤枠をつけた。 

出典 Krys et al. (2023): 611 をもとに作成。 

 

（７） まとめ 
本章では、ウェルビーイング研究の文化的側面から見た批判研究とその成果の導入の流れを整理してきた。 

幸福やウェルビーイングの指標化は、客観指標の限界を克服すべく主観指標の開発が試みられ、主観・客観

の両面からの分析を行うことが重要となっている。しかし幸福度の主観的評価については、指標それ自体の妥

当性について複眼的な視点から検証することが重要である。本章では、その一つとして、一般的な主観的ウェ

ルビーイング指標が、西洋の文化的幸福観である獲得的幸福観を背景としており、日本人の幸福度を測るた

めの指標として必ずしも適切ではないのではないか、という内田による議論とその展開を紹介した。 

文化的な見直しの視点として、既存指標に対して回答者の文化的背景を基にした回答態度の傾向への指摘

と、そもそも、質問の前提となる幸福観が文化的に異なるという指摘があった。特に後者の問題意識をもとに、

日本と北米の文化的幸福観の比較を踏まえて協調的幸福尺度が開発された。 

協調的幸福観は、日本の相互協調的自己観や伝統的な東洋思想、稲作農業社会という生業の歴史や、社

会的流動性の低さ等の影響によって形成された、個人的達成よりも周囲との調和や物事のバランスを重視す

る幸福観である。協調的幸福尺度は、協調的幸福観をもとに幸福度を測定するための①他者との協調・調和

②穏やかな生活③人並み感の 3 要素を含む 9 項目からなる指標である。同尺度は従来の尺度における日本

人の幸福度の過小評価を是正する可能性がある。また、政府や地方公共団体への導入も進められてきている

ほか、国際的な検証も進められている。 

これらの知見や動向は、今後の荒川区政の幸福度向上の取組にあたり一定の示唆を与えるものであるとい

える。 
 

36 各国でどちらの幸福観が重視されているかについては「個人についての人生満足度尺度の質問」「家族につ

いての人生満足度尺度の質問」「個人についての協調的幸福尺度の質問」「家族についての協調的幸福尺度の

質問」の 4 種類の質問を行い、回答結果をもとにその国の獲得的幸福観的要素と協調的幸福観的要素それぞ

れの得点を計算することで算出している。グラフの縦軸は獲得的幸福観的要素の得点から協調的幸福観的要

素の得点を引いたもので、これが正の値であれば、その国は獲得的幸福観を重視しており、逆に負の値であ

れば、その国は協調的幸福観を重視していることになる。 
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第７章 社会的ウェルビーイングとソーシャル・キャピタル 
 
（１） はじめに 

本章では、人々のウェルビーイングを、個人の属性や生活条件だけでなく、地域における人と人との

関係性や社会的な環境のあり方との関係から考えていく。近年、幸福度や生活の質についての議論では、

所得や雇用といった経済的な条件だけでなく、周囲とのつながりや人間関係のあり方も、人々の生活実

感に影響している点が指摘されるようになっている。 
OECD による幸福度に関する研究では、主観的幸福感は個人の感じ方に基づくものである一方、困っ

たときに頼れる人がいるかどうかや、他者や社会に対して信頼感を持てているかといった社会的な要因

とも関係しているとされている(OECD 2011=2012: 202-203)。このことから、ウェルビーイングを理解

する上では、人と人との関係性に目を向けることが重要であると考えられる。 
こうした人間関係や社会的つながりを表す概念として、ソーシャル・キャピタルという概念がある。

ソーシャル・キャピタルは、もともとウェルビーイング研究とは独立して発展してきた概念であるが、

近年では社会的ウェルビーイングとの関係からも注目されている。この概念は、ロバート・パットナム

などによって、2000 年代から一般に広まった概念で、人々の間の「信頼」「規範」「ネットワーク」を人々

の協調行動を促す社会的資源として整理したものである（内閣府 2003: 15-17）。この他の端的な説明と

しては、稲葉陽二は「わかりやすく言えば、人々が他人に対して抱く『信頼』、それに『情けは人の為な

らず』『お互い様』『持ちつ持たれつ』といった言葉に象徴される『互酬性の規範』、人や組織の間の『ネ

ットワーク（絆）』」（稲葉 2011: 1）と説明している。 
本章では、はじめに、先行研究の整理を通じて、ソーシャル・キャピタルという概念の基本的な考え

方を確認する。その上で、ソーシャル・キャピタルが人々のウェルビーイングや幸福度とどのように関

わっているのかについて、国内外の先行研究を見ていくこととする。 
 

（２） ソーシャル・キャピタルとは何か 
① ソーシャル・キャピタルの概念 

ここでは、ソーシャル・キャピタルの概念について、2003 年に内閣府がまとめた「「平成 14 年度ソー

シャル・キャピタル――豊かな人間関係と市民活動の好循環を求めて」を主たる参考として、説明する。

ソーシャル・キャピタル（社会関係資本）とは、人と人とのつながりや信頼関係といった、目に見えに

くい社会的な関係を、人々や社会全体にとって利益をもたらす資源（＝資本）として捉える概念である。

経済資本や人的資本とは異なり、個人の所有物というよりも、人々の関係性の中で形成され、社会の中

で共有されていく点に特徴がある。 
人と人とのつながりや信頼関係、あるいは良好なコミュニティといったものが、個人の出世や組織の

運営において役に立つことについては 20 世紀初頭より研究の蓄積があり、「ソーシャル・キャピタル」

という単語もそれらの意味で使われてきた。この単語は 1990 年代にロバート・パットナムが、民主的

な政府や共同体、市民社会が良好なパフォーマンスを発揮する背景にこの「ソーシャル・キャピタル」

があると論じたことで一躍注目されるようになった（内閣府 2003: 4-10）。また、パットナムはソーシ

ャル・キャピタルに「人々の協調行動を活発にすることによって社会の効率性を高めることのできる、

『信頼』『規範』『ネットワーク』といった社会組織の特徴」（Putnam 1993=2001: 206-207）という定義
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頼」が人々のボランティア活動や地域コミュニティへの参加といった、幅広い協調行動（社会全体の利

益となる行動）を促進すると指摘した。また、信頼は自発的な協力・協調行動を促進する一方で、協力

や協調行動の実施がそこに参加する人々の中に信頼を育てる効果を持つとされる。つまり両者は相互強

化の関係にあり、ソーシャル・キャピタルの要素である信頼は協調行動を通じてさらなる信頼（ソーシ

ャル・キャピタル）を生むもととなりうるということである（Putnam 2000=2006: 156-160）。このよう

に、パットナムは信頼をソーシャル・キャピタルの核心要素と捉えると同時に、ソーシャル・キャピタ

ル自体が信頼を生み出すと考えていた(内閣府 2003: 16)。 
 

（ii） 規範 

ソーシャル・キャピタルを構成する二つ目の要素は「規範」である。規範とは、その社会の人々が共

有し、従うことが期待される規則や考え方のことである。つまり規範が共有されている状態は信頼の基

になるということである。パットナムは協力・協調行動を促すソーシャル・キャピタルにおいては、と

りわけ「互酬性の規範」が重要とされている。互酬性とは互いが相手にとって利益となる行動をとると

いうことであり、二人の人が同時に等価値のものを交換するという均衡のとれた互酬性からはじまる。

やがて、現在何かを与えた相手から将来何かを返してもらうことが期待できるようになる。そして、最

終的には現在誰かに何かを与えれば、将来別の誰かから何かをもらえると期待できる「一般化された互

酬性の規範」にいたる。パットナムはこの一般化された互酬性の規範の確立がその社会のソーシャル・

キャピタルにとっての試金石であると指摘している（Putnam 2000=2006: 156-160）。 
互酬性の規範は、信頼やネットワークと結びつきながら、人々の協調行動や地域活動を支える重要な

要素であり、規範が共有されている社会では、参加や助け合いに対する心理的な負担が小さくなり、関

係性が持続しやすくなる。 
 

（iii） ネットワーク 

ソーシャル・キャピタルを構成する要素の三つ目として「ネットワーク」がある。ネットワークとは、

人と人とを結びつける関係の広がりや構造を指す概念である。ここでいうネットワークは、単に知り合

いの数や交流の頻度を意味するものではなく、どのような関係が、どの範囲に形成されているかという

関係性のあり方に着目する点に特徴がある。地域社会におけるネットワークには、近隣関係や地域団体

への参加、趣味や活動を通じたつながりなど、さまざまな形態が含まれる。これらは、家族や親しい友

人のような密接な関係に限らず、顔見知り程度の緩やかな関係も含んでおり、こうした関係が人々に地

域社会との接点を与えている。 
パットナムは、ネットワークには、上司と部下の関係等、指揮命令系統を構築するような階層的な関

係である「垂直的ネットワーク」と、対等な関係性から成る「水平的ネットワーク」の二つがあると主

張する（図表 50）。そして社会において垂直的ネットワークがいかに多く存在しても、協力・協調行動

の増加にはつながらず、水平的ネットワークの広がりが信頼や協力を育み、市民の自発的な参加を促す

点で重要であると指摘している。ここでは家族や親族を超えた「弱い紐帯38」や、「直接顔を合わせるネ

ットワーク」の存在も重視されている(内閣府 2003: 17)。 
 

 
38 家族や親友のような強い関係ではなく、知人や近隣住民などの比較的ゆるやかな人間関係。 
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図表 50 垂直的ネットワークと水平的ネットワーク 

種類 内容 例 

垂直的ネットワーク 
指揮命令系統を構築するような階層的関係から成

るネットワーク。 
上司と部下、教

師と生徒など 

水平的ネットワーク 
対等な関係性から成るネットワーク。信頼や協力

を育み、市民の自発的な参加を促す点で重要。 
友人関係、協同

組合など 

出典 内閣府（2003:17）、稲葉（2011:31-35）をもとに作成 。 

 

また「水平的ネットワーク」については「閉じたネットワーク」と「開いたネットワーク」という 2
種類があるという考えも重要である（図表 51、稲葉 2011: 31-35）。これは「信頼」における二つの区分

とも関係している。「閉じたネットワーク」は家族のように、その構成員同士が互いに密につながってい

るが、新たな参加者が加わりにくいつながりである。一方の「開いたネットワーク」は構成員間の結び

つきは弱くても、様々な人が参加可能なネットワークであり、趣味等のサークルやボランティア活動な

どを例として挙げられる。 
 

図表 51閉じたネットワークと開いたネットワーク 

種類 内容 例 

閉じたネットワーク 
構成員同士のつながりが強い反面、新たな参加者

が加わりにくいネットワーク。 
家族、昔からの友

人グループなど 

開いたネットワーク 
対等な関係性から成るネットワーク。信頼や協力

を育み、市民の自発的な参加を促す点で重要。 
サークル、ボラン

ティアなど 

出典 稲葉（2011:31-35）をもとに作成 。 

 

（iv） ソーシャル・キャピタルの類型 

ソーシャル・キャピタルは、その性格の違いに着目していくつかの類型に整理できる。特に重要な区

別として、ソーシャル・キャピタルを「結合型」と「橋渡し型」に分類できる（図表 52）。結合型のソ

ーシャル・キャピタルは、家族や近隣など「閉じたネットワーク」において育まれる「知っている人に

対する厚い信頼」であり、その構成員の間では高度に一般化した互酬性の規範が存在する状態である。 
 

図表 52 結合型ソーシャル・キャピタルと橋渡し型ソーシャル・キャピタル 

種類 内容 例 

結合型ソーシャル・

キャピタル 

知っている人同士の信頼や相互扶助・安心感を生

み出しやすい。 
家族や近隣関係など 

橋渡し型ソーシャ

ル・キャピタル 
対等な関係性から成るネットワーク。信頼や協力

を育み、市民の自発的な参加を促す点で重要。 
サークル、ボランテ

ィアなど 

出典 (内閣府 2003: 18)をもとに作成 。 

 

相互扶助や安心感を生み出しやすい一方、関係が内向きになりやすい側面も持っている。一方、橋渡し

型のソーシャル・キャピタルは、社会の多様な属性の人々を薄くつなげる「開かれたネットワーク」で
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あり、その存在は、見知った誰かを通じて薄くつながっていると人々に認識させることにより、「見知ら

ぬ人に対する薄い信頼」、社会全体に一般化された互酬性の規範を育むものである。加えて、新しい情報

や機会への接点を広げ、地域社会の開放性を高める役割を果たすとされている(内閣府 2003: 18)。 
 

（v） ソーシャル・キャピタルの効果 

ソーシャル・キャピタルによって、信頼や規範を通じて協力行動を促し自由な意思を持つ個人が、自

発的に組織や集団、コミュニティの一員として全体の利益に貢献する行動をとる基盤となると期待され

る。そもそも経済学などの社会科学においては、第 6 章でふれたような、個々人の内的な望ましさの最

大化をはかる個人像が想定されることが多い。そのような条件では個人は、他の誰かが全体の利益に貢

献することを期待して、その成果にただ乗りすることを考えるため、集団的な活動が十分に行われない

ことが危惧されていた。反対に現実社会では、多くの集団的な活動が行われている。このため、社会科

学の予想に反して、集団的な活動が行われている要因としてソーシャル・キャピタルは注目されたので

ある。 
また、ソーシャル・キャピタルの効果は一様ではなく、その性格によって現れ方が異なる点にも留意

が必要である。（（ⅳ）でも述べたように、結合型ソーシャル・キャピタルは、家族や近隣などの身近な関

係を通じて、安心感や相互扶助を生み出し、日常生活の安定や支え合いといった国民生活の側面を下支

えしている。一方で、橋渡し型ソーシャル・キャピタルは、異なる属性を持つ人々を結びつけることで、

新たな情報や機会への接点を広げ、経済活動や社会の活力に関わる役割を果たしていると考えられる(内
閣府 2003: 22-23）。 

このように見ると、ソーシャル・キャピタルは、生活の安心を支える基盤であると同時に、社会や経

済の広がりを生み出す条件でもある。どちらか一方だけではなく、両者のバランスがとれていることが、

地域や社会が持続的に機能するためには重要であると考えられる。39 

以上のように、人と人との日常的なやり取りや経験の積み重ねを通じて形成される社会関係資本、す

なわちソーシャル・キャピタルは、とりわけ社会全体を利する公共的文脈においては、特定の個人が単

独で持つ資源というよりも、集団や地域の社会全体の共有資源として理解されている。今日、ソーシャ

ル・キャピタルの充実度合は個人や地域のウェルビーイングの重要な要素として考えられている。 
 

③ 誰にとってのソーシャル・キャピタルか 

ソーシャル・キャピタルを考える際には、「それが誰にとっての資源なのか」という視点も重要である。

稲葉は、パットナムの研究において、ソーシャル・キャピタルが主として地域社会や市民社会といった

集団の水準で捉えられてきたことを指摘している。そこでは、人々の間に信頼やネットワークが蓄積さ

れることで協力行動や参加が促され、社会全体が円滑に機能する条件になると整理されてきた。一方で、

人とのつながりは集団レベルにとどまらず、個人の生活にとっても重要な意味を持つと述べられている

（稲葉 2011: 24-27）。困ったときに頼れる相手がいることや、日常的に関わりを持てる人がいることは、

安心感や孤立感の緩和につながり、個人の生活を支える関係資源として機能していく。 

 
39 一方で稲葉は、ソーシャル・キャピタルは、協調や信頼を促進する一方で、負の側面（ダークサイド）も

存在すると指摘している。とりわけ結合型のソーシャル・キャピタルが強く働く場合、排他性の高まりや、

特定集団の閉鎖性、不正行為や癒着の温床となる可能性があるほか、社会の寛容性の低下や機会の偏在を招

くおそれがあると言及している（稲葉 2011: 161-171）。 
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このように、ソーシャル・キャピタルには、社会全体の資源としての側面と、個人の生活を支える資

源としての側面の双方が存在すると整理できる。特に個人の幸福、ウェルビーイングについて考えるた

めには、安心して生活できる良好な社会環境の基盤となる、社会全体の資源としての側面と、必要なと

きに我が身を助け、社会生活を豊かにする個人の資源としての側面の両方が必要となる。また、図表 53
のとおり、OECD においてもパットナムによるソーシャル・キャピタルの考え方を踏まえつつ、国際比

較や政策分析に活用しやすい形で再構成した指標を提示している。具体的には「社会的ネットワークに

よる支援」「社会との接触頻度」「ボランティア活動の時間」「他者への信頼」と四つに指標を分類した

（OECD 2011=2012: 206-207）。これらは、ソーシャル・キャピタルの構成要素の一部を定量的に把握

するための国際的に広く用いられている指標である。次節では、ここまで見てきたソーシャル・キャピ

タルが、人々の幸福度とどのようにつながっているのかを、調査や研究の結果をもとに見ていく。 

 

図表 53 社会とのつながりを示す幸福度指標の概要（OECD） 

指標 内容 

社会的ネットワークによる支援 
緊急時や困難な状況に直面したとき、感情面や物質面で支

えてくれる家族・友人などがいるかを把握する指標。 

社会との接触頻度 
友人や別居する家族などと週に１度以上交流しているのか

を把握する指標。 

ボランティア活動の時間 
個人がボランティア活動に実際に費やす時間を測定する指

標。ボランティア活動が、個人の幸福に直接的な役割を果

たすことに加え、健全な市民社会の構築にも寄与する。 

他者への信頼 
「ほとんどの人は信頼できる」という設問に肯定的に回答

した人の割合で測定する指標。ただし「ほとんどの人」の

範囲などが曖昧なため、解釈には注意が必要である。 

出典（OECD 2011=2012: 206-207）をもとに作成 。 

 

（３） ソーシャル・キャピタルと幸福度の関係 
ソーシャル・キャピタルは、人々の幸福度やウェルビーイングと関わる要因として注目されてきた。

近年の幸福度や生活の質をめぐる議論では、所得や雇用といった経済的条件だけでなく、人と人とのつ

ながりや社会的な関係のあり方が、幸福度や生活の質に影響を与える点が重視されている。 
第 5 章(２)（ (３)で見たように、OECD やギャラップ世界世論調査の幸福度指標においても、困った

ときに頼れる相手の有無や、他者や社会に対する信頼感といった要素が、生活満足度や主観的幸福感と

関連づけて整理されている。また、国内外の先行研究においても、社会的つながりや信頼と幸福度との

間に一定の関連が見られることが報告されている。 
以下では、国内外の実証研究を取り上げ、ソーシャル・キャピタルと幸福度との関係を具体的に見て

いく。 
 

① 海外の実証研究 

まず、海外における実証研究では、国連等の世界幸福度報告（World Happiness Report）の 2025 年版

があり、これは若者を対象として、社会的結びつき（ソーシャル・キャピタル）と幸福度との関係につ
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いて分析が行われている。同報告書によれば、社会的結びつきの水準が高い若者ほど、主観的な幸福度

や生活満足度が高い傾向が見られるとされている(Helliwell et al. 2025: 136)。 
図表 54 のようにここでは、社会的結びつきの「量」と「質」の両面が考慮されており、「量」として

は親しいと感じる特別な人の存在、「質」としては困ったときに頼れる支援があるかどうかが指標として

用いられている。個人レベルの分析では、親しいと感じる特別な人が少なくとも一人いる若者は、そう

した存在が全くいない若者と比べて、生活満足度が高い水準にあることが示されている。 
 

図表 54 社会的つながりと主観的ウェルビーイングの関係(GFS40調査 2022-2023) 

 

注 引用元の図表を研究所で日本語に訳した。 

出典 Helliwell et al.(2025): 137 をもとに作成。 

 

報告書では、この差が平均して約 16％程度に達することが示されており、身近な人間関係の有無が若

者の生活実感に与える影響の大きさがうかがえる。また、国レベルでも、若者の社会的結びつきの水準

が高い国ほど、国全体の幸福度が高い傾向が確認されている。これらの結果は、社会的結びつきが個人

の幸福感にとどまらず、社会全体の幸福度とも関連している可能性を示唆するものといえる。 

② 日本の実証研究 

国内においても、ソーシャル・キャピタルが人々の幸福度と関係していることを示す研究が行われて

いる。赤川学は、川崎市を対象とした調査データを用いて、人と人との信頼関係や地域でのつながりが、

個人の幸福度にどのような影響を与えているかを分析している。 

その結果、地域に対する信頼感が高い人や、地域の活動や人間関係に参加している人ほど、幸福度が

高い傾向にあることが確認された。これは、所得や学歴といった個人の条件を考慮した上でも同様であ

り、人とのつながりそのものが幸福感と結びついていることを示している（赤川 2019）。 

 
40 GFS（Global Flourishing Study、人間の繁栄の測定）は、ハーバード大学とベイラー大学の研究者がギャ

ラップ社の協力のもと進めている、22 か国の 20 万人以上を対象とした心理的ウェルビーイングの大規模時

系列調査（2022 年から 2027 年実施）である（Nature Asia 2025）。 
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さらに、この研究では、「幸福だから人とのつながりが広がる」のではなく、「人とのつながりや信頼

があることが、主観的幸福感を高める」因果的な関係を持つ可能性が示唆されている。このことは人と

人とのつながりや信頼関係を育む地域づくりの取組は、住民の主観的幸福感の向上に資する可能性があ

り、今後の施策検討において重要な視点となる。 
また、関根仁博は、滋賀県長浜市の住民調査データを用い、人とのつながりや信頼といったソーシャ

ル・キャピタルが、主観的幸福感に与える影響を分析している。 
この研究では、家族や親族との関係、友人や職場などを通じた幅広い人間関係、さらに他者への信頼

といった要素が、幸福感とどのように関係しているかが検討された。その結果、年齢や所得、健康状態

などの要因を考慮した上でも、これらのソーシャル・キャピタルに関する指標はいずれも、主観的幸福

感と正の関係を持つことが示唆された。 
つまり、人とのつながりや信頼が豊かな人ほど、自身の幸福感を高く感じやすい傾向が確認されたと

いえる。このような結果は、ソーシャル・キャピタルが個人の生活実感や幸福度を支える重要な要因で

あることを、国内データから示すものと位置づけられる（関根 2020）。 
 

（４） まとめ 

本章では、社会的ウェルビーイングを考える上で、人と人との関係性が大切であることから、それと

強く関係する概念として、ソーシャル・キャピタルを取り上げた。（（２）では、内閣府の報告書や稲葉の

文献などを基にしてソーシャル・キャピタルという概念の一般的な理解をまとめた。ソーシャル・キャ

ピタルは人々に他者への協力や集団における協調的な行動をとることを促す、人と人との間にある関係

性・つながりのことである。より具体的には個人と個人の関係性の集積である「ネットワーク」、そのネ

ットワークを通じて社会に共有された、人々は互いに誰かの役に立つように行動すべきという「互酬性

の規範」、そして実際に友人や知人、見知らぬ誰かが、必要なときに自分に協力してくれるだろうという

「信頼」という三つの要素によって成立する。またソーシャル・キャピタルによって促された協調的行

動は、人々の間で更なるソーシャル・キャピタルの増加につながり、社会を良い方向に導くと考えられ

ている。このような背景の中、国内においても国際的にも、個人や地域全体のウェルビーイングにつな

がる重要なものとして社会的つながりの充実が位置づけられ、指標として測定されていることを説明し

た。 
（３）では、ソーシャル・キャピタルと幸福度の関係を、海外・国内の研究を通じて見てきた。若者

のつながりの量や質が生活満足度と関係していることや、地域での信頼やつながりが幸福度と結びつく

可能性が示されている。これらは、経済的な条件だけでなく、身近な人間関係が生活実感に影響するこ

とを示している。 
ただし、ソーシャル・キャピタルの効果は一様ではなく、類型や地域の状況によって違いが出る点に

は注意が必要である。こうした点を踏まえると、ソーシャル・キャピタルは社会的ウェルビーイングを

理解するための重要な視点である。 
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